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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 （千円） 807,2191,194,1311,351,120 － 1,961,642

経常利益又は経常損失

(△)
（千円） △325,652△247,585△179,166 － 31,105

当期純利益又は当期純損

失(△)
（千円） △405,458△237,880△187,783 － 27,514

純資産額 （千円） 451,656 728,690 560,297 － 562,592

総資産額 （千円） 1,183,3271,494,4121,039,269 － 1,430,129

１株当たり純資産額 （円） 45,102.5560,835.7046,329.42 － 36,583.74

１株当たり当期純利益金

額又は当期純損失金額

(△)

（円） △40,489.19△21,910.35△15,587.53 － 1,855.59

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 38.2 48.8 53.9 － 37.9

自己資本利益率 （％） － － － － 5.2

株価収益率 （倍） － － － － 33.1

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △329,881△382,229△116,290 － △344,873

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △26,046 △49,670 △53,474 － △6,897

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 484,508 438,145△435,703 － 191,766

現金及び現金同等物の期

末残高
（千円） 857,589 864,775 264,493 － 170,696

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
（人）

53

(－)

58

(－)

56

(－)

－

(－)

42

(－)

  （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第9期から第11期までは、潜在株式は存在するものの

１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。また、第13期は、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．従業員数は、就業人員数を表示しております。

４．第12期において連結子会社であったVisual Nexus Limitedは、当社が保有する株式をすべて売却したため、

連結子会社ではなくなりました。この結果、第12期においては、連結財務諸表は作成しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 （千円） 803,8111,173,8601,328,3581,141,9271,595,642

経常利益又は経常損失

(△)
（千円） △273,217△172,597△81,349△142,343 43,756

当期純利益又は当期純損

失(△)
（千円） △356,964△169,588△331,029△206,097 41,353

持分法を適用した場合の

投資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 365,200 623,188 630,336 726,131 726,131

発行済株式総数 （株） 10,014 11,978 12,091 14,828 14,828

純資産額 （千円） 499,802 846,189 529,456 519,278 556,302

総資産額 （千円） 1,223,8201,592,319997,9791,013,4481,283,747

１株当たり純資産額 （円） 49,910.3670,645.3343,789.3134,728.1537,516.99

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配

当額）

（円）
－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

１株当たり当期純利益金

額又は当期純損失金額

(△)

（円） △35,646.57△15,620.21△27,478.15△17,004.742,788.84

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 40.8 53.1 53.1 50.8 43.3

自己資本利益率 （％） － － － － 7.7

株価収益率 （倍） － － － － 22.0

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ

・フロー
（千円） － － － △148,143 －

投資活動によるキャッシュ

・フロー
（千円） － － － 40,981 －

財務活動によるキャッシュ

・フロー
（千円） － － － 185,919 －

現金及び現金同等物の期

末残高
（千円） － － － 330,238 －

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
（人）

50

(－)

54

(－)

52

(－)

37

(－)

34

(－)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第９期から第12期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。また、第13期は、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．従業員数は、就業人員数を表示しております。

４．第11期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。
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２【沿革】
年月 事項

平成８年７月 株式会社トーメンのＥＣ関連事業立上げを目的として、東京都港区赤坂にトーメンサイバービジネ

ス株式会社（資本金50百万円）を設立。

平成10年２月 ネットインフラ構築事業を開始。

平成11年11月集合住宅ブロードバンド化機器（HomePNA製品）の販売を開始。

平成12年４月 ネット関連ソフトウェア事業を開始。

平成12年７月 業務拡大に伴い、本社を東京都港区港南に移転。

平成13年10月米国Tarantella,Inc.より同社製品の日本独占販売代理店権を取得。

平成14年２月 HomePNAの後継機種であるVDSLを韓国Digital Network Alacarte社と共同開発、販売を開始。

平成15年３月 東京証券取引所マザーズに株式を上場。

平成15年６月 自社開発ソフトウェア製品Visual Nexusの販売を開始。

平成16年３月 ダイワボウ情報システム株式会社が株式会社トーメンより当社株式を取得し、主要株主となる。

平成16年４月 Visual Nexusの海外展開を目的として、英国にVisual Nexus Limitedを設立。

平成17年10月JMAM Value Driver 投資事業組合を引受先として、第三者割当増資を実施。

平成18年10月商号をTCBテクノロジーズ株式会社に変更。

平成19年５月 Visual Nexus事業を沖電気工業株式会社に譲渡。

平成20年３月 JTC Partner Fundを引受先として、第三者割当増資を実施。

平成20年10月株式会社キャナルの発行済株式の52％を取得し、第三の柱とすべく情報サービス事業を発足。 

　（注）株式会社トーメンは、平成18年４月１日付で豊田通商株式会社と合併し、豊田通商株式会社となっております。

３【事業の内容】

当社グループの事業の概要について

　当社グループは、ユーザーの生産性、事業効率、利便性、快適性、安全性を向上させる情報通信関連製商品・サービ

スを提供しております。

　当社グループの事業は、「ネットインフラ構築事業」、「サーバーソリューション事業」から構成されておりまし

たが、従来立ち遅れていたモバイル市場参入の足がかりを得るために平成20年10月１日に株式会社キャナルの株式

の52％を取得し連結子会社といたしました。これに伴い当社グループの事業構成は、従来からの「ネットインフラ

構築事業」と「サーバーソリューション事業」に加え平成20年10月１日から新たに「情報サービス事業」を立ち

上げ三事業体制としております。

　当社の事業の系統図は以下のとおりです。
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(1)ネットインフラ構築事業

集合住宅における放送・通信の光統合ソリューションの提供および集合住宅のブロードバンド化用通信機器の

販売を当社が行っております。なお、今後は、集合住宅のみならずテナントビル等にもソリューションの提供範囲を

拡大していく方針です。

(2)サーバーソリューション事業

　ミドルウェア関連ビジネスにおいては、IT-ECO製品として温暖化ガス排出削減に資する製品の開発・販売ならび

に米国Verdiem社およびGreenPrint社が開発・販売する製品の輸入・日本語化・販売を当社が行なっております。

また、米国Sun Microsystems社(旧Tarantella社)および英国Propalms社が開発・販売するアプリケーションサー

バー系ミドルウェア製品等の輸入・日本語化・販売を行っております。引き続き製品ラインアップの拡充に努めて

まいります。

 　一方、クラスターサーバー関連ビジネスでは、当社が主としてクラスターサーバーソリューションに使用される

InfiniBand関連通信機器を米国QLogic社より当社が仕入れ、国内大手SI等に販売しております。

(3)情報サービス事業

　株式会社キャナルがインターネット広告代理業務を中心とする情報サービス事業を行なっております。今後、さら

に広範囲な情報サービス事業を手がける方針であります。

 

４【関係会社の状況】

　当連結会計年度において、その他の関係会社でありましたダイワボウ情報システム株式会社が大和紡績株式会社の子会

社となったことにより、大和紡績株式会社が当社のその他の関係会社となりました。

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容
議決権の所有（被
所有）割合

（％）
関係内容

（連結子会社）      

㈱キャナル（注２） 東京都渋谷区 10 情報サービス業 52.0役員の兼任あり。 

(その他の関係会社)      

大和紡績㈱（注１） 大阪市中央区 18,181
繊維製品の製造・

販売・加工等

(被所有・間接)

20.3

重要な営業上の取

引はありません。

ダイワボウ情報シス

テム㈱
大阪市中央区 11,813卸売業

(被所有・直接)

20.3
当社製商品の販売。

役員の兼任あり。

　（注）１．有価証券報告書提出会社であります。

２．株式会社キャナルについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合

が10％を超えております。 

主要な損益情報等　　(1) 売上高　　　　366,000千円

(2) 経常利益　　　  1,700千円

(3) 当期純利益　　  1,057千円  

(4) 純資産額　　　 42,005千円

(5) 総資産額　　　303,321千円　　　　　　　 
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

サーバーソリューション事業 16     

ネットインフラ構築事業 11     

情報サービス事業 8     

全社（共通） 7     

合計 42     

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含めております。）で記載しております。

(2) 提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 　平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

34 43.8 4.9 7,090,786

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含めております。）で

記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

　当連結会計年度の当社を取り巻く事業環境は、後半から世界的な金融危機を背景とした景気の悪化に伴い、企業の

IT投資の減速が目立つなど厳しいものとなりました。かかる世界同時不況の影響を大きく受けつつもサーバーソ

リューション事業の健闘もあり、連結業績において黒字を確保し、また個別業績においても黒字回復を果たしまし

た。業績等の概要は、以下のとおりであります。

　なお、前期は連結財務諸表を作成しておりませんので、以下において連結業績数値の前期比較は行わず、可能な部

分では個別業績での前期比較を行なっております。

  また、従来各事業をさらに細分化し部門単位での業績表示をしておりましたが、当連結会計年度より新たに情報

サービス事業が加わったことから、セグメント表示を事業単位に変更しております。 

①連結売上高

　当連結会計年度の売上高は、ネットインフラ構築事業は338百万円、サーバーソリューション事業は1,256百万円、

情報サービス事業は366百万円、合計で1,961百万円となりました。個別業績の売上高は、前期比453百万円増収の

1,595百万円となりました。

　当連結会計年度の各セグメントの営業状況は、以下のとおりであります。

i) ネットインフラ構築事業

　集合住宅向け光統合システムを主力とする建設ITソリューションは、建設不動産業界不況の中にあっても増収基

調を維持し、次期に向けて当連結会計年度の売上高を上回る受注残を積み上げている一方、来訪者施設向け通信機

器関連ソリューションは、外資系を中心とする大手ホテルの設備投資抑制に加え、当社が取り扱う米国製ゲート

ウェイ商品メーカーの業務停止の影響を受け売上を減じました。以上より、ネットインフラ構築事業の売上高は338

百万円となりました。

ii)サーバーソリューション事業

　ミドルウェア関連ビジネスは、従来製品であるアプリケーション配信・リモートアクセスツール製品群は堅調に

推移しました。また、新製品であるIT-ECO製品群も市場における認知度が高まり、当連結会計年度の後半に中大規模

案件の成約が始まりましたが、国内景気悪化の影響を受けた製造業を中心とする設備投資抑制の影響を受け、複数

の期中案件の見直しや先送りが発生致しました。クラスターサーバー関連ビジネスは、予定された複数の大型案件

を着実に取り込み順調に推移したものの製造業向け中小案件は設備投資抑制の影響を強く受ける結果となりまし

た。　以上よりサーバーソリューション事業の売上高は1,256百万円となりました。

iii)情報サービス事業

　第３四半期連結会計期間から新たに立ち上げた同事業は、国内景気悪化の影響を受けインターネット広告関連ビ

ジネスが伸び悩みましたが、モバイルコンテンツビジネスの強化に努めた結果、同事業の売上高は平成20年10月か

ら平成21年２月までの５か月間の実績において、366百万円となりました。

②連結売上原価

　売上原価は、主として製商品とそれらを構成する部品やサービスの購入費およびソフトウェアロイヤリティー費

用から構成されます。当連結会計年度の売上高に対する売上原価比率は65.6%となりました。

③連結売上総利益

　当連結会計年度の連結売上総利益は674百万円となりました。売上総利益率は34.4％となりました。

　なお、当事業年度個別業績における売上総利益は、前期比113百万円増益の573百万円となりました。

④販売費及び一般管理費

　販売費は、主に広告宣伝費、一般管理費は、主に人件費、地代家賃、支払報酬等であります。当連結会計年度の販管費

は639百万円となりました。この中には、子会社株式会社キャナルののれん償却額12百万円を含んでおります。

　なお、当事業年度個別業績における販管費は、前期比40百万円減少し547百万円となりました。

⑤連結営業利益

　当連結会計年度の連結営業利益は34百万円となりました。

　なお、当事業年度個別業績における営業損益は、前期は127百万円の損失でしたが153百万円改善し25百万円の営業

利益となり、厳しい経済環境の中、黒字転換を果たしました。

⑥営業外収益および費用

　特筆すべきものはありません。
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⑦連結経常利益

　当連結会計年度の連結経常利益は31百万円となりました。

　なお、当事業年度個別業績における経常損益は、前期は142百万円の損失でしたが186百万円改善し43百万円の経常

利益となりました。

⑧特別損益

　特筆すべきものはありません。

⑨法人税等

　特筆すべきものはありません。

⑩連結当期純利益

　当連結会計年度の当期純利益は27百万円となりました。

　なお、当事業年度個別当期純損益は、前期は206百万円の損失でしたが247百万円改善し41百万円の当期純利益とな

りました。 

(2) キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は170百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は344百万円となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は６百万円となりました。主な内訳は、株式会社キャナルの株式取得に伴う収入44百

万円、投資有価証券の取得に伴う支出26百万円等であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は191百万円となりました。主な内訳は、短期借入れによる収入278百万円、短期借入

金の返済による支出80百万円、長期借入金の返済による支出１百万円等であります。

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績　

　当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）
金額（千円）

サーバーソリューション事業 11,884

ネットインフラ構築事業 136,994

情報サービス事業 －

合計 148,879

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．上記の金額は、個別原価計算による製造原価であります。

(2）仕入実績

　当連結会計年度の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）
金額（千円）

サーバーソリューション事業 769,740

ネットインフラ構築事業 76,991

情報サービス事業 264,773

合計 1,111,506

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．サーバーソリューション事業は、支払ロイヤリティを含んだものであります。

(3）受注状況

　当連結会計年度の個別受注に基づく受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
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事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度

（自　平成20年４月１日

　　至　平成21年３月31日）
受注高 受注残高

金額（千円） 金額（千円）

サーバーソリューション事業  － －

ネットインフラ構築事業 189,242 142,198

情報サービス事業 － －

合計 189,242 142,198

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）
金額（千円）

サーバーソリューション事業 1,256,747

ネットインフラ構築事業 338,894

情報サービス事業 366,000

合計 1,961,642

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであ

ります。

相手先

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

金額（千円） 割合（％）

㈱富士通アドバンストエンジニアリング 719,386 36.7

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

３【対処すべき課題】

①恒常的黒字体質の構築

　当連結会計年度における最大の経営課題であった営業損益の黒字化は、連結・個別共に達成いたしました。今後の課

題は、安定的黒字体質の確立とその強化であります。過去継続してきた事業ポートフォリオの組み換えや製品ポート

フォリオの組み換え、さらには事業シナジーに見合ったM&A戦略を通じ、積極的に取り組んでまいります。

②内部統制体制の構築

　「財務報告の信頼性に関する内部統制」に向けての体制を整えておりますが、当社グループとしての体制を一層強

化すべく連結子会社における体制整備に引き続き取り組んでまいります。

４【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績、株価および財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、実現の可能性の低いもの

も含めて以下のようなものがあります。なお、以下のリスクは、当社の事業等に関する全てのリスクを網羅したもので

はありません。また、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものでありま

す。

(1) 当社グループのビジネスモデルについて

　当社グループは、これまで、技術の進化、市場の変化等に応じて、その時々に最適の事業ポートフォリオを構築し、成

長を持続すべく努めてまいりました。このようなビジネスモデルは、時機に適した事業ポートフォリオの構築に失敗

するリスクも存在し、かかるリスクが実現した場合には、当社グループの事業および経営成績に影響を与える可能性

があります。

　一部のビジネスでは、売上高に占める特定の製商品の割合および仕入高に占める特定の仕入先の割合が高くなって

おります。このため、当社が当該製商品の競争力が低下する以前に新たな製商品を開発・導入できない場合には、当該

ビジネスの売上高が減少し、当社の事業および経営成績に影響を与える可能性があります。また、特定の仕入先の割合

が高くなっていることから、当該仕入先より調達する製商品の調達が不安定又は不能になる、あるいは当該仕入先の

経営状況、経営方針の変化等の影響を受け当該ビジネスの売上高が減少し、当社の事業および経営成績に影響を与え

る可能性もあります。

　また、当社の主要ビジネスの中には資金負担期間が非常に長期にわたるものがあり、当該ビジネスが拡大している場

合、営業キャッシュ・フローが一時的にマイナスとなることがあります。今後は、資金効率の良いビジネスの伸長を図

り、連結グループ全体として営業キャッシュ・フローの安定的黒字化に努めます。
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(2) 為替相場の変動について

　当社は一定の製商品の購入代金、ロイヤリティおよびサービスの対価を外貨建てで支払っている一方、現在の売上の

大半は日本国内の相手先に対して円建てで行っているため、為替相場の変動は当社の業績に影響を与える可能性があ

ります。当社は為替予約、その他為替に関するデリバティブ取引は行っておりません。

(3) 当社の事業体制について

①小規模組織について

　当社グループは平成21年３月31日現在で従業員42名と比較的会社の規模が小さく、内部管理体制もこのような規

模に応じたものになっております。したがって、経営陣・幹部社員はもとより各従業員の執務に何らかの支障が発

生した場合、代替要員の不在、業務引継作業の遅滞等の理由により当社グループの業務遂行に影響を与える可能性

があります。

②人材の確保育成について

　当社グループの成長を実現していくためには、技術、営業、管理において優秀な人材をその規模に応じ最適バラン

スをもって配置していく必要があります。中途採用と新卒採用の組み合わせにより優秀な人材を確保、育成してい

く人事方針ですが、優秀な人材の確保・維持に齟齬が生じた場合、当社グループの経営成績に影響を与える可能性

があります。

③技術革新等への対応について

　当社グループが活動する市場は、急速な技術の進化・変容、頻繁な競合新製品の登場、短い商品ライフサイクルを

特徴としており、当社グループがかかる市場の変化等に適時・的確に対応し得ない場合、当社グループの事業およ

び経営成績に影響を与える可能性があります。また、当社グループの主要製品の製造者・サプライヤー、主要な仕入

先や販売先も、同様に市場の変化等のリスクにさらされており、これらの当社グループ関係先企業においてかかる

リスクが顕在化した場合にも、当社グループの事業および経営成績に影響を与える可能性があります。

(4) 特定の販売先への依存について

　当社グループの当連結会計年度の売上高においてクラスターサーバー関連製品販売先である株式会社富士通アドバ

ンストエンジニアリング（旧、株式会社エフ・エフ・シー）への売上金額の割合が36.7％を占めております。また、当

社グループの主要販売先であるSI/VARのそれら顧客からの受注獲得やそれら顧客への販売の状況は、当社グループの

事業および経営成績に大きく影響します。

(5) 経営上の重要な契約等について

「第２　事業の状況　５　経営上の重要な契約等」の箇所に記載しております。

(6) 主要な知的財産権について

　当社グループは、独自開発の通信機器、ソフトウェアやビジネスモデルに関して、商標権、特許権、実用新案権等の登

録対象となる可能性のあるものについては、その登録を目指し出願の検討等の対応を行ってまいります。しかし、他社

が当社グループよりも先にその権利を取得した場合、その差止請求権等の行使や過去を含むライセンス料相当額の損

害賠償請求を受けて当社グループ事業の継続が困難になる可能性又はライセンス契約締結を余儀なくされることに

よりライセンス料支払義務が課されるなど当社グループの事業が制約される可能性があるほか、そもそもライセンス

の許諾が受けられず使用不能となる可能性もあります。

(7) 関係会社等に関する事項

　当連結会計年度末現在、大和紡績株式会社の子会社であるダイワボウ情報システム㈱が、当社株式を3,004株（発行

済株式総数の20.3%）所有しております。

　同社と当社との関係については、資本関係、業務関係および人的関係において密接であります。当社としては、同社と

の関係を重視しつつ、当社の事業展開・重要な意思決定にあたっては、当社独自の経営方針に従っており、同社からの

経営の独立性は確保されていると認識しております。

　当社グループの当連結会計年度における同社およびその企業グループとの取引高は、売上高80百万円(売上高の

4.1％)であります。なお、当社が事業活動を行う上で、承認事項などの制約はありません。また、取引条件等も個別協議

で決定されており、グループ外企業の取引条件と同等のものになっております。
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(8) ストックオプション行使に伴う株式価値の希薄化について

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は会社法第236条、第238条および第239条の規定に基

づき、ストックオプションとしての新株予約権を発行するものであります。当該ストックオプション制度の概要は、

「 第４　提出会社の状況　１.株式等の状況　(2)新株予約権等の状況　および(8)ストックオプション制度の内容」に

記載しております。

　当社は、今後も優秀な人材の確保のために、同様のインセンティブプランを継続して実施していく予定であり、これ

らの新株予約権の行使が行われた場合には、当社の１株当たりの株式価値は希薄化し、当社株価形成に影響を与える

可能性があります。

(9) 当社グループによる第三者の知的財産権の侵害について

　当社グループは、現時点において第三者より知的財産権に関する侵害訴訟を提起されたり、侵害の主張を受けてはお

りませんが、将来的に当社が開発、製造、販売する全てのソフトウェア、ハードウェアに関し、第三者より知的財産権の

侵害に関する請求を受けたり、訴訟を提起される可能性がないとは断言できません。
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５【経営上の重要な契約等】

１）ミドルウェア関連ビジネス

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

SunMicrosystems,Inc.米国
Tarantellaシリーズ

 

同社の製品を、国内で販売を行う

権利の取得。

平成18年6月1日

から１年間、以後

毎年見直し

Propalms　Ltd. 英国 Propalms TSE

同社のソフトウェア製品を日本

語化し、国内で独占販売を行う権

利の取得。ソフトウェアの対価

は、ロイヤリティで支払う。

平成17年９月27

日から３年間、以

後１年毎の自動

更新

MKS Software Inc.米国 MKS X/Server

同社のソフトウェア製品を日本

語化し、国内で販売を行う権利の

取得。ソフトウェアの対価は、ロ

イヤリティで支払う。

平成18年12月1日

から1年間。以後

１年毎の自動更

新

Verdiem Corporation米国 Surveyor

同社のソフトウェア製品を日本

語化し、国内で販売を行う権利の

取得。

平成19年7月１日

から１年間、以後

１年毎の自動更

新

GreenPrint Technologies LLC米国 GreenPrint

同社のソフトウェア製品を日本

語化し、国内で独占販売を行う権

利の取得。ソフトウェアの対価

は、ロイヤリティで支払う。

平成19年9月5日

より3年間。以後

１年毎の自動更

新。

２）クラスターサーバー関連ビジネス

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

SilverStorm Technologies,

Inc. (注）
米国

サーバークラスタリ

ング用高速スイッチ

同社の製品を国内で販売する権

利の取得。

平成18年３月24

日から1年間、以

後１年毎の自動

更新。

注）SilverStorm社は米国QLogic社に、買収されたため、現在QLogic社と新たな契約は締結しておりませんが、新

たな契約が締結されるまでの間、旧契約が完全に引き継がれる旨の同意を得ております。

上記の契約の中には、次のような条項が定められているものがあります。

①ベンダーは事前の告知により、製品価格やロイヤリティ金額の改定が可能な旨

②ベンダーは事前の告知により、製品の販売を中止することや後継製品を出荷する旨

③事前の告知により、契約期間内であっても相手方の同意なく解約が可能な旨

④製品に起因する訴訟等が発生し、損害賠償の責任が生じた場合、ベンダーが保証する賠償範囲は当社がベン

ダーに支払っている該当製品の金額に限られる旨

　上記①～④に掲げる条項がベンダーにより行使される可能性は低いものと思われますが、何らかの事情により

現実のものとなった場合には、当社グループの業績に多大な影響を与える可能性があります。

　これらの契約内容に大幅な変更があった場合、あるいは契約が何らかの理由で終了し、または更新されなかった

場合には、当社グループの事業拡大に制約が生じる可能性があります。

EDINET提出書類

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社(E05330)

有価証券報告書

13/97



６【研究開発活動】

　特筆すべき研究開発活動はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態の分析

　前期は連結財務諸表を作成しておりませんので、前期比較はありません。 

①流動資産

　当連結会計年度末における流動資産の残高は1,219百万円となりました。

②固定資産

　当連結会計年度末における固定資産の残高は210百万円となりました。

③流動負債

　当連結会計年度末における流動負債の残高は737百万円となりました。

④固定負債

　当連結会計年度末における固定負債の残高は129百万円となりました。

⑤純資産

　当連結会計年度末における純資産の残高は562百万円となりました。

(2) キャッシュフローの分析

　当連結会計年度のキャッシュフロー分析につきましては、「第2　事業の情況、１．業績等の概要、（２）キャッ

シュフロー」に記載のとおりであります。

（3）経営成績の分析

　当連結会計年度の経営成績の分析は、「第2　事業の情況、１．業績等の概要、（１）業績」に記載のとおりであり

ます。　

(4)海外事業

　特筆すべき事項はありません。

(5) 流動性と資金源泉

現金および現金同等物

　当連結会計年度における現金および現金同等物は170百万円となりました。

　当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは344百万円の支出となりました。

　当連結会計年度の投資活動により使用した資金は６百万円となりました。

　その結果、当連結会計年度のフリーキャッシュ・フローは351百万円のマイナスとなりました。

　当連結会計年度の財務活動による収入は短期借入れ等による収入191百万円であります。

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因について

「第２　事業の状況　４.事業等のリスク」の箇所に記載のとおりであります。

(7) 経営戦略の現状と見通し

　当社グループは、技術革新を続ける情報コミュニケーション分野および情報サービス分野において、技術の進化・

変容、競合新製品の登場、それらに伴う市場の変化・ニーズの変化等に応じて、またはそれらの変化を予想して、事

業ポートフォリオを構築し、企業グループの成長を維持すべく努めてまいります。

　先に開示いたしましたとおり、平成21年6月開催の第13期定時株主総会でのご承認により、当社および子会社群を

包含する持株会社制に移行する予定であり、持株会社としての経営計画を策定中であります。その内容の詳細が固

まり次第、目標とする経営指標とともに開示いたします。

EDINET提出書類

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社(E05330)

有価証券報告書

14/97



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度における設備投資額は、34,765千円で、その主なものはサーバーやパソコン等の設備等及びソフト

ウェアであります。また、当連結会計年度中に重要な影響を及ぼす設備の売却、撤去等はありません。 

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

当社における主要な設備は、次のとおりであります。

　平成21年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の
内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物　（千
円）

工具、器具
及び備品　
　（千円）

リース資
産　　（千
円）

ソフト
ウェア、そ
の他　（千
円）

合計　　（千
円）

本社

（東京都港区）

サーバーソ

リューション事

業、ネットインフ

ラ構築事業、管理

部門 

事務所施

設、コン

ピュータ

機器

0 1,1828,50020,12729,810 34

　（注）金額には消費税等を含んでおりません。

 

(2）国内子会社

平成21年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の
内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び構
築物　　（千
円）

車両運搬具
及び工具器
具備品　（千
円）

ソフトウェ
ア（千円）

合計　　（千
円）

㈱キャナル

（東京都渋谷区）

情報サービス事

業

事務所施設、コ

ンピュータ機器
4,674 853 3,775 9,303 8

　（注） 金額には消費税等を含んでおりません。 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等の計画

　該当事項はありません。

(2) 重要な設備の除却等の計画

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社(E05330)

有価証券報告書

15/97



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,072

計 48,072

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年６月19日）

（注）３

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,828 14,828
東京証券取引所

（マザーズ）
（注）１、２

計 14,828 14,828 － －

　（注）１. 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２．当社は単元株制度は採用しておりません。 

３．「提出日現在発行数」欄には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使に

より発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

（①　平成14年11月１日　臨時株主総会　特別決議）

 
事業年度末現在

（平成21年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成21年５月31日）

新株予約権の数（個） 　193（注）１ 　（注）１

新株予約権のうち自己新株予

約権の数（個）
－ － 

新株予約権の目的となる株式

の種類
普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式

の数（株）
193（注）１ 　（注）１

新株予約権の行使時の払込金

額（円）
　120,000（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成16年11月２日

至　平成24年11月１日
同左

新株予約権の行使により株式

を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 120,000

資本組入額　　60,000
同左

新株予約権の行使の条件

権利行使時においても当社の取締役又は

従業員であることを要する。ただし、会社

都合により退職したときを除く。その他の

条件については、平成14年11月１日の臨時

株主総会及び同日の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割り当てを受けた

ものとの間で締結する「新株予約権割当

契約書」で定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事

項

新株予約権の譲渡、質入、担保権の設定そ

の他の処分は認めない。ただし、相続に関

しては、当社と新株予約権の割り当てを受

けたものとの間で締結する「新株予約権

割当契約書」で定めるところによる。

同左

代用払込みに関する事項  ―  ―

組織再編成行為に伴う新株予

約権の交付に関する事項
 ―  ―

（注）１．従業員21名の退職に伴う失権及び権利行使により、新株予約権の数407個、新株予約権の目的となる株式の数

407株が、それぞれ減少しており、減少後の数値を記載しております。

　２．当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、株式数は分割又は併合の比率に応じ、次の算式により調整され

るものとする。ただし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目

的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果、１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものと

する。
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調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率

また、新株予約権発行後、株式の分割又は併合が行われる場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次

の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

 
調整後払込金額＝調整前払込価額×

１

 分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）又は自己

株式の処分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げる。

 
 

既発行株式数＋
新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

 
調整後払込金額＝調整前払込金額×

新株式発行前の時価

  既発行株式数＋新規発行（処分）株式数

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成17年10月31日

（注）１
1,832 11,846 250,068 615,268 250,068 356,172

平成17年４月１日～

平成18年３月31日

（注）２

132 11,978 7,920 623,188 7,920 364,092

平成18年４月１日～

平成19年３月31日

（注）２

113 12,091 7,148 630,336 7,148 371,240

 平成20年３月28日

（注）３
2,737 14,828 95,795 726,131 95,795 467,035

（注）１．第三者割当

割当先 JMAM Value Driver 投資事業組合

発行価格 273,000円

資本組入額 136,500円

２．新株予約権の行使による増加であります。

３．第三者割当

割当先 JTC Partner Fund

発行価格 70,000円

資本組入額 35,000円

（５）【所有者別状況】

 平成21年３月31日現在

区分

株式の状況
単元未満株式
の状況（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 1 11 12 10 1 631 666 －

所有株式数

（株）
－ 16 169 9,702 1,238 1 3,702 14,828 －

所有株式数の

割合（％）
－ 0.11 1.14 65.43 8.35 0 24.97 100.0 －
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（６）【大株主の状況】

 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

ダイワボウ情報システム株
式会社

大阪市中央区本町三丁目２番５号 3,004 20.26

JTC Partner Fund 東京都中央区築地二丁目10番６号 2,737 18.46
JMAM Value Driver投資事
業組合

東京都中央区築地二丁目10番６号 1,832 12.36

豊田通商株式会社 名古屋市中村区名駅４丁目９番８号 1,496 10.09
星山　元治 兵庫県川西市 552 3.72
クレディ スイス
(常任代理人 ㈱三菱東京Ｕ
ＦＪ銀行)

1 RAFFLES LINK 05-02 SINGAPORE 039393
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

465 3.14

ステートストリート　バン
ク　アンド　トラスト　カン
パニー
(常任代理人 ㈱みずほコー
ポレート銀行)

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.
A.
 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

456 3.08

奥条　瑳京 東京都港区 390 2.63
株式会社トーメンエレクト
ロニクス

東京都港区港南一丁目８番27号 300 2.02

株式会社エヌジェーケー 東京都目黒区中目黒四丁目８番２号 300 2.02
計 － 11,532 77.77

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

14,828
14,828

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 14,828 － －

総株主の議決権 － 14,828 －

②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の

規定ならびに会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、ストックオプションとしての新株予約権を発行

するものであります。

決議年月日 平成14年11月１日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役４名、従業員46名及び入社予定者１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

決議年月日 平成21年６月18日

付与対象者の区分及び人数（名） 未定

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 1,760株を上限とする。

新株予約権の行使時の払込金額（円） 未定（注）

新株予約権の行使期間

新株予約権の割当日に始まり新株予約権の募集事項の決

定にかかる取締役会決議日から5年を経過する日までの期

間とする。ただし、行使期間の最終日が当社の休業日に当

たるときはその前営業日とする。

新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、行使日においても当社または当社子会社

の取締役（社外取締役は除く）であることを要する。ただ

し、当社又は当社子会社の取締役を任期満了により退任し

た場合、又は、その他正当な理由のある場合はこの限りで

ない。その他の行使条件は、株主総会及び取締役会決議に

基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権

割当契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項  －

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

（注）新株予約権の割当日の属する月の前月の各日（終値のない日を除く。以下「当初行使価額計算期間」という。）に

おける東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。以下同じ。）の平均値の金額と

し、これにより生じた100円未満の端数はこれを切り上げる。ただし、その金額が新株予約権の割当日の終値（終値

がない場合は、その日に先立つ直近日における終値）を下回る場合は、新株予約権の割当日の終値とする。なお、当

初行使価額計算期間または新株予約権の割当日の前日に下記に定める行使価額の調整事由が生じた場合には、当初

の行使価額は下記に定める行使価額の調整の趣旨を必要かつ合理的な範囲内で考慮したうえで、当社が適当と判断

する値に決定される。
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　　　　新株予約権の割当日後に当社が株式の分割（無償割当を含む。）又は併合を行う場合は、次の算式により行使価額を

調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げるものとする。

　また、新株予約権の割当後に、当社が当社普通株式につき、時価を下回る払込金額で新株式の発行又は自己株式の

処分（新株予約権及び平成14年４月１日改正前商法第280 条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を

除く。）を行う場合は、次の算式により行使価額は調整され、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。その

他、新株予約権（その権利の行使に際して出資される財産の価額がかかる行使により交付される当社普通株式の新

株予約権発行時の時価を下回る場合に限る。）を発行する場合においても、これに準じて行使価額は調整されるも

のとする。なお、次の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数

を控除した数をいうものとする。

　上記のほか、新株予約権の割当日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本金の額の減少を行う

場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適

切に調整されるものとする。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。 

３【配当政策】

　当社は、年１回の期末配当を実施することを基本方針とし、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、

中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。

  剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

  当事業年度に関しましては、遺憾ながら、無配と致しました。今後とも、内部留保を確保しつつ早期復配を実施すべ

く、引き続き業績の拡大に全力を傾注する所存であります。

 　なお、重要な後発事象の項もご参照ください。 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高（円） 257,000 508,000 305,000 166,000 93,100

最低（円） 110,000 140,000 128,000 67,000 53,000

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高（円） 70,000 67,500 72,400 83,300 83,000 69,200

最低（円） 53,000 60,500 65,500 72,100 66,000 59,300

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役会長

（代表取締

役） 

 西村　拓美 昭和34年11月25日生

昭和57年４月株式会社トーメン入社

平成８年７月 当社取締役就任

平成11年６月当社代表取締役社長就任

平成13年３月株式会社トーメン退社

平成21年６月当社代表取締役会長就任（現

任）

(注)1 85

取締役社長

（代表取締

役） 

山本　宰司 昭和42年８月11日生

平成２年４月 株式会社第一勧業銀行（現 株

式会社みずほ銀行）入行

平成12年２月同社退社

平成12年４月日本オラクル株式会社入社

平成14年５月同社退社

平成14年８月株式会社プラスタス設立（現

SBIシステムズ株式会社）代表

取締役就任

平成20年７月同社退任

平成21年２月当社執行役員就任

平成21年６月当社代表取締役社長就任（現

任）

(注)1 －

取締役

サーバーソ

リューショ

ンズ事業本

部長

粕谷　明彦 昭和32年５月16日生

昭和57年４月ハミルトンアブネットエレク

トロニクスジャパン株式会社

入社

 プライムコンピュータジャパ

ン株式会社、日本シリコングラ

フィックス株式会社、マルチ

ジェンジャパン株式会社代表

取締役、オーラッド株式会社代

表取締役を経て

平成17年12月当社入社

平成18年４月当社クラスターサーバーソ

リューションズ事業部長（現

任）

平成18年６月当社取締役就任

平成19年４月当社取締役サーバーソリュー

ションズ事業本部長（現任）

(注)1 －

取締役  小峰　伴之 昭和36年7月2日生

昭和59年４月大和紡績株式会社入社、ダイワ

ボウ情報システム株式会社出

向

平成２年４月 大和紡績株式会社退社、ダイワ

ボウ情報システム株式会社入

社

平成15年６月ダイワボウ情報システム株式

会社取締役就任（現任）同社

販売推進本部副本部長、東日本

営業本部長、販売推進本部長、

等を歴任

平成18年11月ダイワボウ情報システム株式

会社経営企画室長

平成19年６月

平成21年４月

当社取締役就任（現任）

ダイワボウ情報システム株式

会社テクニカル推進本部長兼

カスタマイズ推進部長兼東京

支社長(現任)

(注)1 －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役  大嶽　貞夫 昭和15年９月20日生

昭和60年５月カネボウ株式会社情報システ

ム事業部長

平成９年２月 セコム情報株式会社代表取締

役社長

平成11年６月株式会社パスコ代表取締役社

長

平成15年６月同社代表取締役会長

平成17年６月セコム株式会社顧問

平成18年２月日本RMS株式会社代表取締役

（現任）

平成20年９月当社執行役員就任

平成21年６月当社取締役就任（現任）

(注)1 －

取締役  坂野　哲平 昭和51年５月15日生

平成13年４月有限会社スキルアップジャパ

ン創業

平成14年３月株式会社スキルアップジャパ

ンに組織変更、代表取締役就任

（現任）

平成21年６月当社取締役就任（現任）

(注)1 －

監査役  中野　輝彦 昭和16年10月２日生

昭和40年４月東洋棉花株式会社（現 豊田通

商株式会社）入社

 英国トーメン社財経担当取締

役大阪財務部長を歴任

平成９年11月株式会社シティテレコムかな

がわ専務取締役財務部長

平成10年６月同　代表取締役社長

平成14年11月同　退任

平成20年６月当社監査役就任（現任）

(注)1 －

監査役  本多　一史 昭和16年１月31日生

昭和39年４月東洋棉花株式会社（現 豊田通

商株式会社）入社

平成11年４月株式会社トーメンビジネスサ

ポート代表取締役

平成11年６月株式会社トーメン退社

平成13年６月当社監査役就任（現任）

(注)1 －

監査役  中山　仁司 昭和42年４月12日生

平成３年４月 豊田通商株式会社入社

平成６年４月 豊通テレコム株式会社（現 株

式会社豊通シスコム）出向

平成20年４月TT Network Integration

(Thailand)出向

平成20年４月豊田通商株式会社情報システ

ム部ソリューショングループ、

グループリーダー　(現任）

平成21年６月当社監査役就任（現任）

(注)1 －

監査役  神沢　學 昭和19年10月15日生

昭和43年４月日産自動車株式会社入社

平成７年７月 鬼怒川ゴム株式会社　経理部長

平成８年６月 同　取締役経理部長

平成14年６月同　常務取締役

平成15年６月同　常勤監査役

平成19年６月同　退任

平成20年６月当社監査役就任（現任）

(注)1 －

    計  85

（注）１．取締役の任期は、平成21年6月18日開催の定時株主総会から1年間（平成22年6月開催予定の定時株主総会終了

のときまで）、監査役の任期は、平成24年6月開催予定の定時株主総会終了のときまでであります。

２．株式会社トーメンは、平成18年４月１日付で豊田通商株式会社と合併し、豊田通商株式会社となっております。

３．取締役 小峰伴之、大嶽貞夫および坂野哲平は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

４．監査役 中野輝彦、本多一史、中山仁司および神沢學は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

※コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　コーポレート・ガバナンスは、当社とその利害関係者との良好な関係を構築し、市場から信頼していただくための重

要事項と考えております。単に当社の意思決定や行動が適法に行われているかという適法性の判断のみならず、社会

の要請に適合した企業行動を追及してまいります。また、コーポレート・ガバナンスが有効に機能するためには透明

性も極めて大事であり、義務の範囲に限定することなく株主・投資家の皆様や、顧客・従業員に対しても積極的に情

EDINET提出書類

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社(E05330)

有価証券報告書

23/97



報開示を行うこととしております。

　また、平成21年６月18日開催の定時株主総会において、取締役６名および監査役１名（辞任に伴う補欠）を選任いた

しました。この結果、取締役６名のうち３名、監査役４名全員が社外から登用し、積極的な意見参加を求めることによ

り、監視機能を高めております。

(1)会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等

①会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況

　当社の組織構成図は下記のとおりです。（平成21年3月31日現在）

　当社は毎月の定例取締役会を開催するほか、平成20年８月までは常勤の取締役、監査役による経営会議を、同９月

以降は上記メンバーに執行役員を加えた執行役員会議を、毎週開催しております。経営会議および執行役員会議は

代表取締役社長の諮問機関であり、業務執行、監視および内部統制に関する報告、討議の場として機能し、当社の

コーポレート・ガバナンスにおいて重要な位置付けとなっております。また、取締役および監査役は必要に応じて

顧問弁護士や監査法人と連携し、経営に法律面のコントロール機能が働くようにしております。また、子会社株式会

社キャナルに取締役２名、監査役１名を派遣し、内部統制を含めたコーポレートガバナンスおよびコンプライアン

スの観点から監視機能を果たしております。

②取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議において、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によらな

いものとする旨も定款に定めております。

③株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、定款に別段の定めがある場合を除き、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めてお

ります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を目的とするも

のであります。
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④内部監査および監査役監査の状況

　当社は内部監査規程に基づき、代表取締役社長および取締役によって構成される内部監査委員会が内部監査を実

施しております。内部監査においては、会社の組織および諸制度の妥当性に関する監査、会社の諸業務の合法性およ

び合理性に関する監査、会計処理の正確性および合法性に関する監査等を実施し、必要に応じて各種の業務等の改

善を指示するなどしております。また、平成21年３月期より導入された「財務報告の信頼性にかかる内部統制」に

関しての内部監査を、当連結会計年度を通じて実施しております。なお、当社には内部監査専任部署はありません。

内部監査には、主として取締役および管理部長が当たっております。

　一方、当社は監査役制度採用会社であり、監査役は取締役会や経営会議・執行役員会議といった重要な会議に出席

し、必要に応じて意見を述べる等しております。また、監査役は重要性、適時性その他必要な要素を考慮して監査計

画を作成し、その監査計画に基づき監査を実施しております。

⑤会計監査の状況

　当社の監査業務を執行した公認会計士は三宅啓之氏、小宮直樹氏であり、東邦監査法人に所属しております。また、

当社の監査業務に係る補助者は、公認会計士２名、その他（会計士補および公認会計士試験合格者）４名でありま

す。

⑥社外取締役および社外監査役との関係　　

　当社は取締役６名のうちの３名を、監査役４名全員を社外から登用しております。

社外取締役および社外監査役と、当社との関係等については次のとおりであります。　

区分 氏名 兼務する会社名 兼務の内容 摘要

取締役

小峰　伴之 ダイワボウ情報システム㈱ 取締役 （注）１

大嶽　貞夫 日本RMS㈱ 代表取締役 －

坂野　哲平 ㈱スキルアップジャパン 代表取締役 －

監査役

中野　輝彦 － － －

本多　一史 － － －

中山　仁司 豊田通商㈱ 従業員 （注）２

神沢　 學 － － －

（注）１. 　ダイワボウ情報システム㈱は当社の発行済株式総数の20.3％を保有しております。当社の

同社向けの当期の売上高は80百万円であり、その取引条件については他の取引先と同様に決

定しております。

　　　２.　 豊田通商㈱は、当社の発行済株式総数の10.1%を保有しております。当期において、同社の子会

社・関係会社との取引はありますが、同社との直接取引はありません。

(2)リスク管理体制の整備の状況

　月次定例の取締役会に加えて、代表取締役社長の諮問機関として、代表取締役社長、常勤の取締役、監査役からなる経

営会議（平成20年８月まで）および上記メンバーに執行役員を加えた執行役員会議（平成20年９月以降）を毎週開

催し、業務執行、監視および内部統制のための報告、討議の場としております。更に、既述の監査役による監査、取締役

による内部監査を通じて業務執行を監督し、法令、社会ルール等を遵守した会社運営を行っております。

(3)役員報酬の内容

　当社の取締役に対する報酬の内容は、役員報酬として年間42百万円であります。当社の監査役に対する報酬の内容

は、役員報酬として年間３百万円であります。

(4)取締役の定数

　当社取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

(5)株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

①自己株式の取得

　当社は、経営環境の変化に対応した経営を行うため、会社法第165条第2項の規定により、取締役会の決議により、市

場取引等による自己株式の取得を行うことができる旨定款で定めております。

②中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議により、毎年9月30日を基準日として中間配当を行

うことができる旨定款に定めております。
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③取締役および監査役の責任免除事項

　当社は、取締役および監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第1項の規定により、会社

法第423条第1項の損害賠償責任につき、法令の限度において取締役会の決議により免除することができる旨定款に

定めております。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 － － 19,000 －

連結子会社 － － － －

計 － － 19,000 －

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。 

④【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、監査日数等を勘案したうえで決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1)当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）」

（以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

(2)当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」（以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

(3)当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、第３四半期連結会計期間より連結財務諸表

を作成しており、前連結会計年度は連結財務諸表を作成していないため、以下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書については、前連結会計年度との対比は行っ

ておりません。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日

まで）の財務諸表については、新日本監査法人により監査を受け、当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年

３月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の財務諸表につい

ては、東邦監査法人により監査を受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　前々連結会計年度及び前々事業年度　　みすず監査法人 

　前事業年度　　　　　　　　　　　　　新日本監査法人

　当連結会計年度及び当事業年度　　　　東邦監査法人 

　臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

(1)異動に係る監査公認会計士等  

　　就任監査公認会計士等の名称 

　　東邦監査法人

(2)異動の年月日　平成20年６月19日  

EDINET提出書類

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社(E05330)

有価証券報告書

27/97



１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 170,696

受取手形及び売掛金 900,960

商品及び製品 92,602

仕掛品 17,304

前払費用 35,853

繰延税金資産 1,882

その他 4,780

貸倒引当金 △4,100

流動資産合計 1,219,979

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 8,624

減価償却累計額 △3,950

建物及び構築物（純額） 4,674

車両運搬具及び工具器具備品 33,276

減価償却累計額 △31,240

車両運搬具及び工具器具備品（純額） 2,035

リース資産 10,000

減価償却累計額 △1,500

リース資産（純額） 8,500

有形固定資産合計 15,209

無形固定資産

のれん 115,836

ソフトウエア 19,123

その他 5,445

無形固定資産合計 140,404

投資その他の資産

投資有価証券 27,428

長期貸付金 28,000

長期前払費用 18,136

繰延税金資産 225

その他 21,385

貸倒引当金 △40,641

投資その他の資産合計 54,534

固定資産合計 210,149

資産合計 1,430,129
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(単位：千円)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 299,015

短期借入金 293,000

リース債務 1,960

未払法人税等 9,293

前受収益 57,072

賞与引当金 26,934

その他 50,584

流動負債合計 737,860

固定負債

長期借入金 9,514

リース債務 7,135

退職給付引当金 24,822

役員退職慰労引当金 25,662

長期前受収益 62,542

固定負債合計 129,675

負債合計 867,536

純資産の部

株主資本

資本金 726,131

資本剰余金 467,035

利益剰余金 △650,702

株主資本合計 542,463

新株予約権 －

少数株主持分 20,128

純資産合計 562,592

負債純資産合計 1,430,129
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 1,961,642

売上原価 1,287,158

売上総利益 674,483

販売費及び一般管理費 ※
 639,865

営業利益 34,618

営業外収益

受取利息 47

為替差益 790

受取賃貸料 1,699

その他 380

営業外収益合計 2,917

営業外費用

支払利息 1,330

賃貸収入原価 1,327

貸倒引当金繰入額 3,000

その他 772

営業外費用合計 6,430

経常利益 31,105

税金等調整前当期純利益 31,105

法人税、住民税及び事業税 4,344

法人税等調整額 △1,228

法人税等合計 3,116

少数株主利益 473

当期純利益 27,514
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 726,131

当期変動額

当期変動額合計 －

当期末残高 726,131

資本剰余金

前期末残高 467,035

当期変動額

当期変動額合計 －

当期末残高 467,035

利益剰余金

前期末残高 △678,217

当期変動額

当期純利益 27,514

当期変動額合計 27,514

当期末残高 △650,702

株主資本合計

前期末残高 514,949

当期変動額

当期純利益 27,514

当期変動額合計 27,514

当期末残高 542,463

新株予約権

前期末残高 4,329

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,329

当期変動額合計 △4,329

当期末残高 －

少数株主持分

前期末残高 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 20,128

当期変動額合計 20,128

当期末残高 20,128

純資産合計

前期末残高 519,278

当期変動額

当期純利益 27,514

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 15,799

当期変動額合計 43,314

当期末残高 562,592
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 31,105

減価償却費 3,954

ソフトウエア償却費 3,267

のれん償却額 12,870

貸倒引当金の増減額（△は減少） △345

賞与引当金の増減額（△は減少） △5,698

退職給付引当金の増減額（△は減少） 116

受取利息及び受取配当金 △47

支払利息 1,330

為替差損益（△は益） △463

売上債権の増減額（△は増加） △287,932

たな卸資産の増減額（△は増加） 17,068

仕入債務の増減額（△は減少） △96,071

未払消費税等の増減額（△は減少） 4,099

その他の資産の増減額（△は増加） 3,497

その他の負債の増減額（△は減少） △28,147

小計 △341,394

利息の受取額 47

利息の支払額 △1,121

法人税等の支払額 △2,405

営業活動によるキャッシュ・フロー △344,873

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,563

無形固定資産の取得による支出 △22,790

投資有価証券の取得による支出 △26,400

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入 ※2

 44,857

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,897

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 278,000

短期借入金の返済による支出 △80,000

長期借入金の返済による支出 △1,000

リース債務の返済による支出 △904

その他 △4,329

財務活動によるキャッシュ・フロー 191,766

現金及び現金同等物に係る換算差額 463

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △159,541

現金及び現金同等物の期首残高 330,238

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 170,696
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】
 

 
当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数　　１社

連結子会社の名称  株式会社キャナル

　株式会社キャナルは、平成20年10月１日に子会社となったため、連結の範囲に

含めております。

(2)主要な非連結子会社の名称等

該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 　該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項

　連結子会社である株式会社キャナルの決算日は２月末日であります。

　連結財務諸表の作成に当たっては、同社の平成21年２月28日現在の財務諸表を

使用しております。

　ただし、連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

　その他有価証券

　時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。 

②たな卸資産

　商品及び製品

　総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）を採用しております。

　仕掛品

　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）を採用しております。
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当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

４．会計処理基準に関する

事項

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物………………８年～15年

工具器具備品……３年～10年

②無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づいており、市場販売目的ソフトウェアについては、見込販売数量

に基づく償却額と見込販売可能期間(1.5年)に基づく定額償却額のいずれか大きい額によ

り償却しております。

③リース資産 

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月

31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっておりま

す。 

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　売掛債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

②賞与引当金

　従業員の賞与金の支給に備えて、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上してお

ります。 

③退職給付引当金

　当社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込

額（簡便法により自己都合要支給額の100％）に基づき、計上しております。

④役員退職慰労引当金

　当社は、役員の退職慰労金に充てるため、内規に基づく連結会計年度末要支給見積額を計

上しておりましたが、平成18年６月に役員の退職慰労金制度を廃止しましたので、平成18

年７月以降新規の引当金計上を行っておりません。従って、当連結会計年度末の引当金残

高は、現任役員が平成18年６月以前に就任していた期間に対応して計上した額でありま

す。 

 
当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

４．会計処理基準に関する事項 (4)その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の

評価に関する事項

　全面時価評価法を採用しております。

６．のれん及び負ののれんの償却

に関する事項

　のれんの償却については、５年間の均等償却を行っております。

７．連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

該当事項はありません。 

【注記事項】

（連結損益計算書関係）
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当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※   　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給与・賞与 229,666千円

賞与引当金繰入額 26,934千円

退職給付費用 16,689千円

（連結株主資本等変動計算書関係）

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
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前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 14,828 － － 14,828

合計 14,828 － － 14,828

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）
 

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
平成20年新株予約権

普通株式
1,760 － － 1,760 4,329

自己新株予約権（注） (－) (1,760) (－) (1,760) (4,329)

合計 －
1,760 － － 1,760 4,329

(－) (1,760) (－) (1,760) (4,329)

 （注）自己新株予約権の増加は、新株予約権の取得によるものであります。

３．配当に関する事項

　　該当事項はありません。　　

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

現金及び預金勘定 170,696千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 170,696千円

 

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

 　 　株式の取得により新たに株式会社キャナルを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳ならびに株式

会社キャナル株式の取得価額と株式会社キャナル株式取得による収入との関係は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　 

流動資産 292,704千円 

固定資産 13,884千円

のれん 128,707千円

流動負債 △157,576千円

固定負債 △108,064千円

少数株主持分 △19,655千円

株式会社キャナル株式の取得価額 150,000千円

株式会社キャナル現金及び現金同等物 △194,857千円

差引：株式会社キャナル株式取得による収入 44,857千円
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（リース取引関係）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容 

有形固定資産

　　全社で使用するコンピュータ周辺機器（「工具器具備品」）であります。 

②　リース資産の減価償却の方法 

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。

（有価証券関係）

当連結会計年度（平成21年３月31日現在）

１．時価評価されていない主な有価証券の内容

種類 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 27,428
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（デリバティブ取引関係）

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

（退職給付関係）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。

また、従来の退職金制度に上積みして連合設立型の厚生年金基金に加入しておりますが、自社の拠出に対応する年金資

産の額が合理的に計算できないため、「退職給付に係る会計基準注解」注12に定める処理を行っております。

２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務 24,822千円

退職給付引当金 24,822千円

　連合設立型の厚生年金基金の加入員及び受給権者の割合により計算した年金資産の額は90,441千円であります。

３．退職給付費用に関する事項

(1) 勤務費用 6,945千円

(2) 厚生年金基金への要拠出額

（従業員拠出額を除く）
10,150千円

退職給付費用 17,095千円

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付債務については、簡便法により、算出しております。

５．要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項

(1) 制度全体の積立状況に関する事項（平成20年３月31日現在）

年金資産の額 6,695,159千円

年金財政計算上の給付債務の額 7,470,960千円

差引額 △775,801千円

(2) 制度全体に占める当社の加入人数割合（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

1.4％

(3) 補足説明

　上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高810,503千円であります。本制度における過去

勤務債務の償却方法は期間19年の元利均等償却であります。 
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（ストック・オプション等関係）

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成14年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
取締役４名、従業員46名及び入社予定者

１名
取締役３名、従業員50名

ストック・オプション数 普通株式　　　600株 普通株式　　　443株

付与日 平成14年11月22日 平成16年12月15日

権利確定条件

 権利行使時においても当社の取締役又

は従業員であることを要する。ただし、

会社都合により退職したときを除く。

 同左

対象勤務期間
 自 平成14年11月22日

至 平成16年11月１日

 自 平成16年12月15日

至 平成18年６月30日

権利行使期間
 自 平成16年11月２日

至 平成24年11月１日

 自 平成18年７月１日

 至 平成20年６月30日

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成14年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

権利確定前　　　　（株）         

前連結会計年度末 － －

付与 － －

失効 － －

権利確定 － －

未確定残 － －

権利確定後　　　　（株）         

前連結会計年度末 223 300

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 30 300

未行使残 193 －

②　単価情報

 
平成14年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 120,000 131,685

行使時平均株価　　　　　（円） － －

公正な評価単価（付与日）（円） － －
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

   
当連結会計年度

(平成21年３月31日現在)

繰延税金資産   (千円)

 未払事業税  1,389

 賞与引当金  10,959

 減価償却費  7,428

 退職給付引当金  10,100

 役員退職慰労引当金  10,441

 一括償却資産  782

 貸倒引当金  17,743

 減損損失  338

 たな卸資産評価損  1,193

 投資有価証券評価損  1,042

 繰越欠損金  395,463

 その他  4,386

 繰延税金資産小計  461,268

 評価性引当額  △459,160

 繰延税金資産合計  2,107

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳
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  当連結会計年度

(平成21年３月31日現在)

法定実効税率  40.7％

（調整）       

交際費等永久に益金に算入されない項目  　1.8 

住民税均等割   8.0 

のれん償却   16.8 

子会社の税率差異   4.7 

その他  0.9 

評価性引当金  △58.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率   14.0 

 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 

サーバーソ
リューショ
ン事業
（千円）

ネットイン
フラ構築事
業（千円）

情報サービ
ス事業（千
円） 

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業損益                         

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 1,256,747338,894366,0001,961,642 － 1,961,642

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － (－) －

計 1,256,747338,894366,0001,961,642(－) 1,961,642

営業費用 1,135,795434,093376,8841,946,774  (19,750) 1,927,024

営業利益又は営業損失(△) 120,952△95,199△10,884 14,868  (19,750) 34,618

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出
                        

資産 874,595185,451569,8481,629,894  (199,765)1,430,129

減価償却費 4,698 1,134 1,388 7,222 － 7,222

資本的支出 25,208 9,557 － 34,765 － 34,765

　（注）１．事業の区分は、事業活動の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分の主な製品及び事業

(1）サーバーソリューション事業　・・ソフトウェアの開発・輸入販売/クラスターソリューションの開発、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　クラスター関連機器の輸入販売等　

(2）ネットインフラ構築事業　・・・・集合住宅ブロードバンド化のためのソリューション提供、関連機器

　　　　　　　　　　　　　　　　　　の開発・販売等 

(3）情報サービス事業　・・・・・・・モバイルメディア事業等

３．営業費用のうち、消去又は全社項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、71,338千円であり、その主なものは、当社

での余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。

【所在地別セグメント情報】

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

【海外売上高】

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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（関連当事者情報）

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

(1）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者と
の関係

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

 その他の

関係会社

ダイワボウ情

報システム㈱

大阪市

中央区
11,813卸売業

(被所有)

直接

20.3

当社製商品の

販売

製商品の

販売

（注）１

80,677

 （注）２
売掛金

17,498

（注）２

(2）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

 役員 角田　幸治 　― ―

日本Ｍ＆Ａマ

ネジメント㈱

代表取締役

（注）３

 

　　―

 

―

短期借入

金

（注）１

25,000

 
 ―  ―

 取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

　　　２．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

　　　３．日本Ｍ＆Ａマネジメント株式会社は、当社株式を2,737（18.5%）株所有し第２位の株主であるJTC Partner Fund

の業務執行組合員であり、かつ当社株式を1,832株（12.4%）所有し第３位の株主であるJMAM Value Driver投

資事業組合の業務執行組合員であります。

（１株当たり情報）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 36,583円74銭

１株当たり当期純利益金額 1,855円59銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり当期純利益金額  

当期純利益（千円） 27,514

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る当期純利益（千円） 27,514

期中平均株式数（株） 14,828

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要

新株予約権１種類（新株予約権の数193

個）
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（重要な後発事象）

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

Ⅰ.当社は、平成21年４月14日、４月28日の取締役会において、以下の事業会社の株式の取得を決議しております。 

１．株式会社フリーポート

(1)株式取得の理由

　平成20年10月１日に株式会社キャナルの株式の52％を取得して立ち上げた情報サービス事業のさらなる強化をはか

り、当社業績の安定・拡大路線をさらに確固たるものとするためであります。

(2)株式取得の内容

　当社は、平成21年８月31日付けでフリーポート社の発行済み株式の100％を田中聖氏より取得します。これにより、同社

は、当社の連結子会社となります。なお、当社は、現時点において同社の株式を保有しておりません。株式取得資金につき

ましては、自己資金および一部借入を予定しております。

(3)フリーポート社の概要（平成20年６月30日現在）

①名称：株式会社フリーポート

　http://www.freeport.co.jp/index.html

②代表者：田中聖

③所在地：東京都新宿区四谷二丁目12番地5

④設立年月日：平成８年７月

⑤事業の内容：人事採用コンサルティング、他

⑥決算期：６月

⑦従業員数：22名

⑧資本金：85百万円

⑨発行済株式総数：1,700株

⑩大株主構成および所有割合：田中聖　100％

⑪業績：（単位：百万円）

 平成18年６月期 平成19年６月期 平成20年６月期

売上高 388 　556 617

売上総利益 156 　225 246

営業利益 13 　7 14

経常利益 14 　11 16

当期純利益 7 　8 9

純資産 70 　99 114

総資産 123 　166 147

一株当たり配当額（円） －　 － －

(4)取得株式数・取得価額および取得前後の所有株式の状況

①移動前の所有株式数：０株

②取得株式数および取得価額：1,700株　187百万円

③移動後の所有株式数：1,700株（フリーポート社の発行済み株式の100％）

(5)株式取得の日程

平成21年４月14日　　　　取締役会決議

平成21年４月14日　　　　株式譲渡契約締結

平成21年８月31日　　　　株式譲渡日 
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２．株式会社ディーアンドアール・インテグレイツ（以下、DRI社）

(1)株式取得の理由

　平成20年10月１日に株式会社キャナルの株式の52％を取得して立ち上げた情報サービス事業について、上述のフリー

ポート社の株式取得に加えさらなる強化をはかり、当社業績の安定・拡大路線をさらに確固たるものとするためであり

ます。

(2)株式取得の内容

　当社は、現時点でDRI社の発行済み株式の10%を保有しておりますが、平成21年８月31日付けでDRI社の発行済み株式の

残り90％を株式会社ジークホールディングスより取得します。これにより、DRI社は、当社の連結子会社となります。株式

取得資金につきましては、自己資金および一部借入を予定しております。

(3)DRI社の概要（平成21年２月28日現在）

 

①名称：株式会社ディーアンドアール・インテグレイツ

　 http://www.dr-i.co.jp/

②代表者：矢野良二

③所在地：東京都渋谷区恵比寿西１丁目32番16号

④設立年月日：平成14年９月

⑤事業の内容：データベース・マーケティング事業、インターネット事業、他

⑥決算期：２月

⑦従業員数：32名

⑧資本金：20百万円

⑨発行済株式総数：400株

⑩大株主構成および所有割合：

　　株式会社ジークホールディングス　90％

　　当社　10％

⑪業績：（単位：百万円）

 平成19年２月期 平成20年２月期 平成21年２月期

売上高 843 595 535

売上総利益 335 　251 242

営業利益 106 　27 6

経常利益 104 27 7

当期純利益 59 　11 2

純資産 139 　151 154

総資産 319 　252 238

一株当たり配当額（円） －　 － 　 －　

(4)取得株式数・取得価額および取得前後の所有株式の状況

①移動前の所有株式数：40株　（DRI社の発行済み株式の10%）

②取得株式数および取得価額：360株　174,600,000 円

③移動後の所有株式数：400株（DRI社の発行済み株式の100％）

(5)株式取得の日程

平成21年４月28日　　　　取締役会決議

　　　　　　　　　 　　 DRI社取締役会において株式譲渡承認決議

平成21年４月30日　　　　ジークホールディングス社取締役会決議

　　　　　　　　　 　　 同日、株式譲渡契約締結

平成21年８月31日　　　　株式譲渡日 
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II.当社は、平成21年５月７日及び５月18日の取締役会において下記を決議し、平成21年６月18日開催の第13期定時株主

総会（「以下、「本総会」といいます。」）において承認可決されました。

１．資本金および準備金の額減少ならびに剰余金の処分に関する件

資本金および準備金の額減少の理由

　当社は、過年度において大幅な欠損金を計上いたしましたが、資本金および準備金の額の減少により、欠損の補填

を行うものであります。これにより、累積損失を一掃し、当社財務内容の健全化を図るとともに、復配可能体制を早

期に構築するものであります。

　なお、発行済株式総数の変更は行わず、資本金および準備金の額のみを減少いたします。

　また、その他の必要事項につきましては、取締役会に一任といたします。

1) 資本金の額減少の要領

（減少する資本金の額）

　平成21年３月31日現在の資本金の額726,131,109円を169,829,043円減少して、556,302,066円といたします。減少

する資本金は全額を「その他資本剰余金」に振り替えます。

（効力発生日）

　資本金の額減少の効力発生日は、平成21年９月30日を予定しております。

2) 準備金の額減少の要領

（減少する準備金の額）

　平成21年３月31 日現在の準備金の総額468,798,995円から資本準備金の全額にあたる467,035,046円および利益

準備金の全額にあたる1,763,949円の合計468,798,995円を取り崩します。取り崩した資本準備金は全額を「その他

資本剰余金」に振り替え、利益準備金は全額を「繰越利益剰余金」に振り替えます。

（効力発生日）

　準備金の額減少の効力発生日は、平成21年９月30日を予定しております。 

3)剰余金処分に関する事項

会社法第452条の規定に基づき、上記資本金および資本準備金の額の減少により計上されることとなる「その他

資本剰余金」にて、「繰越利益剰余金」を欠損填補いたします。

減少する剰余金の項目およびその金額、増加する剰余金の項目およびその金額は、次のとおりであります。

①　減少する剰余金の項目およびその金額

その他資本剰余金　636,864,089円

②　増加する剰余金の項目およびその金額

繰越利益剰余金　　636,864,089円 

２．持株会社移行に伴う新設分割計画に関する件

　当社は、当社グループ経営体制を持株会社制に移行することとし、当社の事業を新設分割の方法により新たに設立す

る「ＴＣＢテクノロジーズ株式会社」に承継させるものであります。 

(1)背景

　当社は、平成20年10月１日に株式会社キャナルの発行済み株式の52％を取得し、また平成21年８月31日に株式会社フ

リーポート、株式会社ディーアンドアール・インテグレイツの完全子会社化を行う予定としております。

　このように事業領域が急激に拡大する中、新たなグループ成長モデルを構築、実現するために、持株会社が立案する

グループ経営戦略の下に、各事業会社が価値創造力を更に強化し、グループ全体の企業価値を最大化できる経営体制

を構築することが必要であると考えております。このような観点から、当社はグループ経営体制を持株会社制に移行

することといたしました。

(2)目的

1) グループ戦略機能の強化

　持株会社制に移行することで、グループ経営戦略の立案機能を強化するとともに、グループ経営資源の配分を最適

化します。

持株会社は、グループ全体の最適化のための戦略の策定と方針の決定、適切な事業運営のための監督機能の発揮、グ

ループ共通化課題への対応等を通じてグループ全体の永続的な企業価値の増大を目指します。また、持株会社を核

にグループの持つ人材・技術・ノウハウ等を横断的に活用することでグループシナジーを発揮します。

2) 各事業会社の価値創造力強化

　各事業会社は、グループ経営戦略に基づき、それぞれの権限と責任の下、担当する事業に特化し、価値あるサービス

・技術の提供を行います。

経営資源の効率化および事業構造の再構築を進め、ステークホルダーに信頼される企業をめざしてまいります。
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3) ガバナンスの強化と意思決定の迅速化

　グループ経営の意志決定と各事業における業務執行を分離することにより、グループの各事業が環境変化に迅速

に対応できる体制構築と責任・権限の明確化を図り、ガバナンスの徹底と意思決定の迅速化による企業競争力の強

化を実現してまいります。

　また、TCB テクノロジーズ株式会社ならびにグループ各社の経営管理機能の統合・内部統制管理を目的として、

TCB シェアードサービス株式会社を新設し、5 月に業務を開始いたしました。

(3)会社分割の要旨

1) 分割の日程

　　新設分割計画承認取締役会　　　　　　平成21年５月18日

　　新設分割計画承認定時株主総会　　　　平成21年６月18日

　　新設会社の設立登記日（効力発生日）　平成21年９月１日（予定）

2) 分割方式

　当社を分割会社とし、新設分割設立会社「ＴＣＢテクノロジーズ株式会社」に対し当社の事業を承継させる新設

分割（以下「本件分割」という。）であります。持株会社体制への移行を効率的かつ円滑に行うため、当該分割方式

を採用いたしました。

3) 分割に係る割当ての内容

　　　　分割会社である当社に、新設分割設立会社であるＴＣＢテクノロジーズ株式会社の株式2,000 株を割当て交付いたし

ます。

4) 割当株式数の算定根拠

本件分割は、当社が単独で行う新設分割であり、本件分割に際して発行される株式は全て当社に割当交付され、当社

の純資産額も変動しないことから、新設分割設立会社の資産規模等を考慮して、新設分割設立会社の割当株式数を

決定いたしました。

5) 分割により減少する資本金等

　分割により当社の資本金等に変動はありません。

6) 分割会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

　　　　当社の新株予約権の取扱いについては、本件分割によって変更はありません。なお、当社は、新株予約権付社債を発行

しておりません。

7) 新設分割設立会社が承継する権利義務

　新設分割設立会社は、新設分割計画に定めるところにより、当社の平成２１年３月３１日現在の貸借対照表その他

同日現在の計算を基礎とし、これに効力発生日の前日までの増減を加除した当社の事業に関する資産、債務、雇用契

約、契約上の地位その他の権利義務を、承継するものといたします。なお、新設分割設立会社が当社より承継する債

務については、本件分割後も当社が弁済・履行の責を免れることなく、重畳的に債務及び義務を負うものとします。

8) 債務履行の見込み

　　　　本件分割において、当社に残存する資産額と新設分割設立会社に承継する資産額はともに負債の額を上回っており、

収益状況についても負担すべき債務の履行に支障を及ぼす事態が予測されていないことから、債務履行の見込みは

十分に確保されていると判断いたします。
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(4)分割当事会社の概要

 分割会社（当社）

（平成２１年３月31日現在）

新設分割設立会社

（平成２１年９月１日予定）

 

 

    1) 商　　号

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社

（平成21年９月１日付でＴＣＢホールディング

ス株式会社（英文社名：TCB Holdings

Corporation）に商号変更予定）

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社

    2) 事業内容 情報通信関連事業 情報通信関連事業

    3) 設立年月日 平成８年７月23日 平成21年９月１日

    4) 本店所在地 東京都港区港南二丁目11番19号 東京都港区港南二丁目11番19号

    5) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長　西村拓美 代表取締役社長　西村拓美

    6) 資本金 726,131千円 100,000千円

    7) 発行済株式数 14,828株 2,000株

    8) 純資産 562,592千円（連結） 100,000千円

    9) 総資産 1,430,129千円（連結） 未定

   10) 決算期 ３月31日 ３月31日

   11) 従業員数 34名 27名

   12) 大株主及び持株比率 ダイワボウ情報システム㈱　20.3％

JTCPARTNERFUND 18.5%

JMAM ValueDriver 投資事業組合
　　　　　　12.4％

豊田通商株式会社　　　　　10.1％　　　　　　　

ＴＣＢホールディングス㈱　100％

   13) 主要取引銀行 三菱東京UFJ銀行

みずほ銀行

未定

 

 

14) 当事会社間の関係等

資本関係 新設分割設立会社は当社の100％出資子会社となります。

人的関係 新設分割設立会社は当社より役員を受け入れる予定です。

取引関係 一部の設備等を当社が新設分割設立会社に賃貸する予定です。

 

15) 最近３年間の業績（単体）（単位：千円）
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 ＴＣＢテクノロジーズ株式会社　　（分割会社（当社））

決算期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期

売上高 1,328,358 1,141,927 1,595,642

営業利益又は損失（△） △　80,750 △　127,786 25,752

経常利益又は損失（△） △　81,349 △　142,343 43,756

当期純利益又は損失（△） △　331,029 △　206,097 41,353

1株当たり当期純利益又は損失（△）（円） △　27,478 △　17,004 2,788

１株当たり配当金（円） － － －

１株当たり純資産（円） 43,789 34,728 37,516

(5)分割する事業の内容

1) ネットインフラ構築事業

2) サーバーソリューション事業

3) 平成21 年３月期における部門別売上高

区 分 平成21年３月期  

 金額（千円） 構成比（％）

ネットインフラ事業 338,894 21.2

サーバーソリューション事業 1,256,747 78.8

合 計 1,595,642 100.0

 

(6)分割後の上場会社の状況

1) 商号：ＴＣＢホールディングス株式会社

（平成21 年９月１日付でＴＣＢテクノロジーズ株式会社からＴＣＢホールディングス株式会社に商号

変更予定）

（英文社名：TCB Holdings Corporation）

2) 事業内容：持株会社としての、グループ経営戦略の策定・推進、その他管理運営等

3) 本店所在地：東京都港区港南二丁目１１番１９号

4) 代表者の役職・氏名：代表取締役会長西村拓美・代表取締役社長 山本宰司

5) 資本金：726,131 千円

6) 決算期：３月31 日

7) 業績に与える影響

　本分割の効力発生日は平成21 年９月１日を予定しており、当期の業績に与える影響は軽微であります。また、会社

分割後の業績につきまして、新設分割設立会社は本件分割後も当社の100％子会社でありますので、今後の連結経営

成績及び連結財政状態に与える影響はありません。また、当社の単体の業績につきましては、本件分割後の当社収入

は子会社からの経営指導料および配当収入等が主となり、費用は持株会社としての機能に関するものが中心となり

ます。 

 ３．ストックオプション（新株予約権）の付与について

　当社は、会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社および当社子会社の取締役（社外取締役は除き

ます。）に対し、次の要領により、ストックオプションとして新株予約権を無償で発行することおよび募集事項の決定

を当社取締役会に委任するものであります。

　また、当社取締役に対する新株予約権の無償発行については、会社法第361条第１項に定める取締役に対する金銭で

ない報酬等に該当いたします。当社の取締役の報酬額は、平成14年6月開催の定時株主総会において、年額200百万円以

内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まない。）とする旨ご承認いただいておりますが、上記の取締役

の報酬額とは別枠として、当社取締役（社外取締役を除きます。）に対する報酬として、年額10百万円の範囲内でス

トックオプションとして新株予約権を発行することおよびその具体的内容についても併せて本総会において承認さ

れました。

　ストックオプションとしての報酬額は、新株予約権の割当日において算定した新株予約権１個あたりの公正価額に、

当社取締役（社外取締役を除きます。）に割り当てる新株予約権の総数を乗じて得た額となります。新株予約権の公

正価額は、割当日における当社株価及び行使価額等の諸条件を基に二項モデルないしブラック・ショールズ・モデル

を用いて算定いたします。

(1)特に有利な条件をもって新株予約権を発行する理由

　当社および当社子会社の取締役（社外取締役は除く。）に業績向上や企業価値の増大、株主重視の経営意識を高め

るためのインセンティブを与えることを目的とするものであります。

(2)新株予約権の発行要領

イ. 新株予約権の割当対象者

　当社および当社子会社の取締役（社外取締役は除く。）。

ロ. 新株予約権の数の上限
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　176個を上限とする。

ハ. 新株予約権と引換えに払い込む金銭

　新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないものとする。

二. 新株予約権の内容
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1) 新株予約権の目的である株式の種類及び数

　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権1個の目的である株式の数（以下「付与株

式数」という。）は10株とする。

　なお、新株予約権の目的である株式の総数は当社普通株式1,760 株を上限とし、下記により付与株式数が調整され

る場合には、調整後付与株式数に上記2.記載の新株予約権の上限数を乗じた数を上限とする。

　また、本総会終結後に当社が株式の分割（無償割当を含む。）または併合を行う場合、付与株式数は次の算式によ

り調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約

権の目的となる株式の数について行われるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

　また、上記のほか、本総会終結後に、下記（2）に定める行使価額（以下に定義する。）の調整事由が生じた場合に

も、各新株予約権につき、調整後付与株式数に調整後行使価額を乗じた額が調整前付与株式数に調整前行使価額を

乗じた額と同額となるよう、付与株式数は適切に調整されるものとする。

　なお、調整の結果生ずる1株未満の端数は切り捨てるものとする。ただし、かかる調整により付与株式数が0 となる

場合には、かかる調整は行わないものとする。

　また、これらの端数処理については、その後に生じた付与株式数の調整事由に基づく付与株式数の調整にあたり、

かかる端数を調整前付与株式数に適切に反映した上で、調整後付与株式数を算出するものとする。

2) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受けることができる株式1

株当りの払込金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じて得られる額とする。

　行使価額は、新株予約権の割当日の属する月の前月の各日（終値のない日を除く。以下「当初行使価額計算期間」

という。）における東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。以下同じ。）の平均

値の金額とし、これにより生じた100円未満の端数はこれを切り上げる。ただし、その金額が新株予約権の割当日の

終値（終値がない場合は、その日に先立つ直近日における終値）を下回る場合は、新株予約権の割当日の終値とす

る。なお、当初行使価額計算期間または新株予約権の割当日の前日に下記に定める行使価額の調整事由が生じた場

合には、当初の行使価額は下記に定める行使価額の調整の趣旨を必要かつ合理的な範囲内で考慮したうえで、当社

が適当と判断する値に決定される。

　新株予約権の割当日後に当社が株式の分割（無償割当を含む。）または併合を行う場合は、次の算式により行使価

額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げるものとする。

　また、新株予約権の割当後に、当社が当社普通株式につき、時価を下回る払込金額で新株式の発行または自己株式

の処分（新株予約権および平成14年４月１日改正前商法第280 条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場

合を除く。）を行う場合は、次の算式により行使価額は調整され、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。そ

の他、新株予約権（その権利の行使に際して出資される財産の価額がかかる行使により交付される当社普通株式の

新株予約権発行時の時価を下回る場合に限る。）を発行する場合においても、これに準じて行使価額は調整される

ものとする。なお、次の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式

数を控除した数をいうものとする。

　上記のほか、新株予約権の割当日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本金の額の減少を行う

場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適

切に調整されるものとする。

3) 新株予約権の権利行使期間

　新株予約権の割当日に始まり新株予約権の募集事項の決定にかかる取締役会決議日から5年を経過する日までの

期間とする。ただし、行使期間の最終日が当社の休業日に当たるときはその前営業日とする。

4) 新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、行使日においても当社または当社子会社の取締役（社外取締役は除く）であることを要する。

ただし、当社または当社子会社の取締役を任期満了により退任した場合、または、その他正当な理由のある場合は

この限りでない。

②　その他の行使条件は、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割

当契約に定めるところによる。
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5) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第1項に従い

算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果生じる1円未満の端数は、これを切り上げるもの

とする。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加

限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

6) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとする。

7) 新株予約権の取得条項

①　当社は、新株予約権者が行使し得なくなった本新株予約権を無償で取得できるものとする。

②　当社が消滅会社となる合併契約の承認の議案が株主総会で承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換

契約書の承認の議案または株式移転計画の承認の議案につき株主総会で承認されたとき、その他企業再編等を行

う場合において当社取締役会が必要と認めるときは、本新株予約権の一部または全部を無償で取得することがで

きるものとする。

③　当社はいつでも本新株予約権を買入れ、またはこれを取締役会の決議により無償で取得することができるもの

とする。

8) 新株予約権の行使により発生する端数の切り捨て

　新株予約権者に交付する株式の数に1株に満たない端数がある場合は、これを切り捨てるものとする。

9) 新株予約権の公正価額

　新株予約権の公正価額は、割当日における当社株価及び行使価額等の諸条件をもとに二項モデルないしブラック

ショールズ・モデルを用いて算定する。

10) 取締役会への委任

　上記に定めるもののほか、新株予約権の募集事項及び細目事項については、取締役会の決議により決定するものと

する。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

　区分 
　前期末残高

（千円）

　当期末残高　

（千円） 

　平均利率　

　（%） 
　返済期限 

　短期借入金 　　　　　    －          281,000             2.9  －

　１年以内に返済予定の長期借入金  　　　　  　 －           12,000             1.7  －

　１年以内に返済予定のリース債務               －            1,960             5.3  －

　長期借入金（１年以内に返済予定のも

　のを除く。） 
              －            9,514             1.8 平成22年～平成23年 

　リース債務（１年以内に返済予定の

　ものを除く。） 
              －            7,135             5.3 平成22年～平成25年

　その他有利子負債               －               －               －  －

　合計               －          311,609              －  －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
　１年超２年以内

（千円） 

　２年超３年以内

（千円） 

 ３年超４年以内

（千円） 

４年超５年以内

（千円） 

　長期借入金  　　　　　  9,514                 －                 －                 －

　リース債務              2,066             2,178             2,296               593

（２）【その他】

　当連結会計年度における四半期情報

 

　第１四半期

　自平成20年４月１日

　至平成20年６月30日 

　第２四半期

　自平成20年７月１日

　至平成20年９月30日 

　第３四半期

　自平成20年10月１日

　至平成20年12月31日 

　第４四半期

　自平成21年１月１日

　至平成21年３月31日 

　売上高（千円）  　　　　　 　262,173 　　　　　 　259,813 　　　　　 　811,339 　　　　   　628,316

　税金等調整前四半期

　純利益金額又は純損

　失金額（△）

　（千円） 

 　　　　  　△45,154 　　　　  　△32,902 　　　　　　　78,448 　　　　       30,713

　四半期純利益金額

　又は純損失金額

　（△）（千円） 

 　　　　　　△45,764 　　　　　　 △33,468  　　　　　　　74,640  　　　　  　　32,107

　１株当たり四半期純

　利益金額又は純損失

　金額（△）（円） 

　　　　 　△3,086.34 　　　　　△2,257.12　　　　　 　5,033.72 　　　　  　2,165.33

　（注）　第１四半期及び第２四半期には個別財務諸表の数値を記載しております。
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 330,238 71,338

受取手形 － 3,720

売掛金 494,434 ※2
 825,985

商品 120,402 －

製品 1,286 －

商品及び製品 － 92,602

仕掛品 5,286 17,304

前払費用 28,761 34,556

その他 2,774 4,030

流動資産合計 983,183 1,049,536

固定資産

有形固定資産

建物 3,239 3,239

減価償却累計額 △3,239 △3,239

建物（純額） 0 0

工具、器具及び備品 27,534 29,509

減価償却累計額 △27,534 △28,326

工具、器具及び備品（純額） 0 1,182

リース資産 － 10,000

減価償却累計額 － △1,500

リース資産（純額） － 8,500

有形固定資産合計 0 9,682

無形固定資産

商標権 752 665

ソフトウエア 791 15,347

その他 0 4,780

無形固定資産合計 1,543 20,792

投資その他の資産

投資有価証券 1,028 27,428

関係会社株式 － 150,000

長期貸付金 ※1
 28,000 28,000

破産更生債権等 3,314 3,314

長期前払費用 19,479 18,091

差入保証金 8,214 8,214

長期未収入金 ※1
 13,211 9,326

貸倒引当金 ※1
 △44,526 △40,641

投資その他の資産合計 28,722 203,734

固定資産合計 30,265 234,210

資産合計 1,013,448 1,283,747
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 273,684 206,069

短期借入金 － ※2
 270,000

リース債務 － 1,960

未払金 21,539 14,595

未払費用 6,982 7,344

未払法人税等 3,187 5,027

未払消費税等 10,935 15,943

預り金 1,974 3,135

前受収益 47,276 57,072

賞与引当金 31,065 26,134

流動負債合計 396,647 607,283

固定負債

リース債務 － 7,135

退職給付引当金 24,705 24,822

役員退職慰労引当金 25,662 25,662

長期前受収益 47,155 62,542

固定負債合計 97,523 120,161

負債合計 494,170 727,444

純資産の部

株主資本

資本金 726,131 726,131

資本剰余金

資本準備金 467,035 467,035

資本剰余金合計 467,035 467,035

利益剰余金

利益準備金 1,763 1,763

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △679,981 △638,628

利益剰余金合計 △678,217 △636,864

株主資本合計 514,949 556,302

新株予約権 4,329 －

純資産合計 519,278 556,302

負債純資産合計 1,013,448 1,283,747
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高

サーバーソリューション事業 743,177 1,256,747

ネットインフラ構築事業 388,235 338,894

ネット関連ソフトウェア事業 10,514 －

売上高合計 1,141,927 1,595,642

売上原価

サーバーソリューション事業 435,115 788,599

ネットインフラ構築事業 246,254 233,785

ネット関連ソフトウェア事業 679 －

売上原価合計 682,050 1,022,385

売上総利益 459,877 573,256

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 17,053 16,660

役員報酬 61,011 42,495

給料手当及び賞与 233,231 215,318

賞与引当金繰入額 29,175 26,134

退職給付費用 17,442 16,689

法定福利費 26,741 27,848

減価償却費 12,193 2,565

地代家賃 40,855 26,704

賃借料 1,490 4,712

業務委託費 19,552 40,108

研究開発費 ※1
 4,023 －

支払報酬 28,901 53,482

その他 95,990 74,784

販売費及び一般管理費合計 587,663 547,504

営業利益又は営業損失（△） △127,786 25,752

営業外収益

受取利息 359 34

為替差益 801 790

業務受託料 － ※5
 19,750

その他 665 235

営業外収益合計 1,826 20,810

営業外費用

たな卸資産廃棄損 212 －

株式交付費 16,171 －

支払利息 － ※5
 2,200

その他 － 606

営業外費用合計 16,383 2,807

経常利益又は経常損失（△） △142,343 43,756
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

特別損失

固定資産除却損 ※2
 5,203 －

たな卸資産評価損 3,762 －

投資有価証券評価損 2,563 －

貸倒引当金繰入額 12,441 －

事業譲渡損 ※3
 5,958 －

減損損失 ※4
 25,748 －

その他 5,691 －

特別損失合計 61,369 －

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △203,712 43,756

法人税、住民税及び事業税 2,384 2,403

当期純利益又は当期純損失（△） △206,097 41,353
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【売上原価明細書】

サーバーソリューション事業

  
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（製造原価明細）      

Ⅰ　労務費 (注)２ 3,540 68.9 4,519 27.1

Ⅱ　経費  1,600 31.1 12,144 72.9

当期総製造費用  5,140 100.0 16,664 100.0

合計  5,140 16,664 

他勘定振替高 (注)３ －  4,780 

当期製品製造原価  5,140 11,884 

（商品売上原価明細）      

期首商品たな卸高  －  45,293 

期首製品たな卸高  －  1,286 

当期商品仕入高  373,943 645,819 

当期製品仕入高  69,742 118,524 

他勘定受入高 (注)４ 39,121 －  

合計  482,807 810,923 

他勘定振替高 (注)５ 12,786 5,366 

期末商品たな卸高  45,293 35,763 

期末製品たな卸高  1,286 1,742 

差引  423,440     768,050     

支払ロイヤリティ  5,437     5,396     

ソフトウェア償却費  1,097     3,267     

当期商品売上原価  429,975 776,715 

当期売上原価  435,115 788,599 

      

　（注）１．原価計算の方法は個別原価計算によっております。

２．労務費のうち引当金繰入額は次のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

賞与引当金繰入額 818千円 －千円
退職給付引当金繰入額 63千円 378千円

３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

ソフトウェアに振替 －千円 4,780千円

４．他勘定受入高の内訳は次のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

組織変更による部門振
替

39,121千円 －千円

５．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。
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 前事業年度 当事業年度

たな卸資産評価損 7,699千円 －千円
たな卸資産廃棄損 212千円 －千円
保守用資産に振替 4,633千円 2,233千円
見本品費 242千円 676千円
消耗器具備品費に振替 －千円 2,312千円
その他 －千円 145千円

ネットインフラ構築事業

  
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（製造原価明細）      

Ⅰ　材料費  46,060 39.5 97,880 65.7

Ⅱ　労務費 (注)２ 14,627 12.5 6,331 4.2

Ⅲ　経費 (注)３
55,904 48.0 44,800 30.1

当期総製造費用  116,592100.0 149,012100.0

期首仕掛品たな卸高  26,643 5,286 

合計  143,235 154,298 

期末仕掛品たな卸高  5,286 17,304 

当期製品製造原価  137,949 136,994 

（商品売上原価明細）      

期首商品たな卸高  63,722 75,109 

当期商品仕入高  157,445 76,991 

合計  221,167 152,100 

他勘定振替高 (注)４ 37,752 213 

期末商品たな卸高  75,109 55,096 

当期商品売上原価  108,305 96,790 

当期売上原価  246,254 233,785 

      

 （注）１．原価計算の方法は個別原価計算によっております。

       ２．労務費のうち引当金繰入額は次のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

賞与引当金繰入額 1,070千円 292千円
退職給付引当金繰
入額

12千円 27千円

　　　 ３．経費のうち主なものは次のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

外注費 53,949千円 44,401千円

       ４．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。
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 前事業年度 当事業年度

見本品費 1,407千円 213千円
その他 61千円 －千円
組織変更による部
門振替

36,283千円 －千円

 ネット関連ソフトウェア事業

  
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

期首製品たな卸高  22,041 －

当期製品仕入高  1 －

合計  22,042 －

他勘定振替高 (注) 21,848 －

期末製品たな卸高  － －

差引  193 －

支払ロイヤリティ  426 －

ソフトウェア償却費  59 －

外注費  0 －

当期売上原価  679 －

    

　（注）　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

たな卸資産廃棄損 0千円 －千円
事業の譲渡に伴う
売却

18,889千円 －千円

見本品費 3千円 －千円
その他 118千円 －千円
組織変更による部
門振替

2,837千円 －千円
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 630,336 726,131

当期変動額

新株の発行 95,795 －

当期変動額合計 95,795 －

当期末残高 726,131 726,131

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 371,240 467,035

当期変動額

新株の発行 95,795 －

当期変動額合計 95,795 －

当期末残高 467,035 467,035

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 1,763 1,763

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,763 1,763

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △473,883 △679,981

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △206,097 41,353

当期変動額合計 △206,097 41,353

当期末残高 △679,981 △638,628

利益剰余金合計

前期末残高 △472,119 △678,217

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △206,097 41,353

当期変動額合計 △206,097 41,353

当期末残高 △678,217 △636,864
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本合計

前期末残高 529,456 514,949

当期変動額

新株の発行 191,590 －

当期純利益又は当期純損失（△） △206,097 41,353

当期変動額合計 △14,507 41,353

当期末残高 514,949 556,302

新株予約権

前期末残高 － 4,329

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,329 △4,329

当期変動額合計 4,329 △4,329

当期末残高 4,329 －

純資産合計

前期末残高 529,456 519,278

当期変動額

新株の発行 191,590 －

当期純利益又は当期純損失（△） △206,097 41,353

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,329 △4,329

当期変動額合計 △10,177 37,023

当期末残高 519,278 556,302
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失（△） △203,712

減価償却費 12,241

ソフトウエア償却費 1,097

減損損失 25,748

貸倒引当金の増減額（△は減少） 10,604

賞与引当金の増減額（△は減少） △10,697

退職給付引当金の増減額（△は減少） △14,134

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △10,990

受取利息 △359

為替差損益（△は益） 128

株式交付費 16,171

固定資産除却損 5,203

投資有価証券評価損益（△は益） 2,563

事業譲渡損 5,958

その他の特別損益（△は益） 5,691

売上債権の増減額（△は増加） △15,534

たな卸資産の増減額（△は増加） △22,778

仕入債務の増減額（△は減少） 33,653

未払消費税等の増減額（△は減少） △1,408

その他の資産の増減額（△は増加） △26,293

その他の負債の増減額（△は減少） 42,035

小計 △144,812

利息及び配当金の受取額 359

法人税等の支払額 △3,690

営業活動によるキャッシュ・フロー △148,143

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △9,180

無形固定資産の取得による支出 △4,194

事業譲渡による収入 ※2
 66,589

差入保証金の回収による収入 1,158

貸付けによる支出 △11,800

その他 △1,591

投資活動によるキャッシュ・フロー 40,981

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 185,919

財務活動によるキャッシュ・フロー 185,919

現金及び現金同等物に係る換算差額 △128

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 78,628

現金及び現金同等物の期首残高 251,609

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 330,238
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【継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　当社は、前事業年度において80,750千円、当事業年度に

127,786千円の営業損失を計上しております。これにより、

当社には継続企業の前提に関する重要な疑義が存在して

おります。

　今後におきましては、平成20年３月28日に約191,590千円

の増資を実行し事業拡大に向けての運転資金の確保を行

うとともに財務体質の強化を図りました。また、既存事業

についてはアクセスソリューション部門を中心に製商品

戦略の見直しを行うとともに、新規事業への取り組みも本

格的に開始いたします。これらの諸施策を梃子に業績の確

実な回復、黒字化を図ってまいります。 

　財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。

　該当事項はありません。
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【重要な会計方針】

EDINET提出書類

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社(E05330)

有価証券報告書

64/97



項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）　　　　──────

 

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用して

おります。

 (2）その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用して

おります。

(2）その他有価証券

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品、製品

総平均法による原価法を採用してお

ります。

(1）商品及び製品

総平均法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）を採用してお

ります。

 (2）仕掛品

個別法による原価法を採用しており

ます。

(2）仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）を採用しており

ます。

  （会計方針の変更）

当事業年度より「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第

９号平成18年７月５日公表分）を適

用しております。

　なお、これに伴う損益への影響は軽

微であります。

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおり

であります。

建物………………８年～15年

工具器具備品……３年～10年

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおり

であります。

建物………………８年～15年

工具器具備品……３年～10年

 （会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した

有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更

しております。

　なお、これに伴う損益への影響は軽

微であります。

 

 （追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により、取得価額の５％

相当額に到達した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を5年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上して

おります。

　なお、これに伴う損益への影響は軽

微であります。
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項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 (2）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいており、市場販売目的ソ

フトウェアについては、見込販売数量

に基づく償却額と見込販売可能期間

（1.5年）に基づく定額償却額のいず

れか大きい額により償却しておりま

す。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左

  (3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しておりま

す。

　なお所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に準

じた会計処理によっております。 

４．繰延資産の処理方法 株式交付費 

支出時に全額費用として処理しており

ます。 

────── 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

売掛債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

従業員の賞与金の支給に備えて、賞与

支給見込額の当期負担額を計上して

おります。

(2）賞与引当金

同左

 (3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務の見込額

（簡便法により自己都合要支給額の

100％）に基づき、計上しております。

(3）退職給付引当金

同左

 (4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金に充てるため、当社

内規に基づく当事業年度末要支給見

積額を計上しておりましたが、平成18

年６月に役員の退職慰労金制度を廃

止しましたので、平成18年７月以降新

規の引当金計上を行っておりません。

従って、当事業年度末の引当金残高

は、現任役員が平成18年６月以前に就

任していた期間に対応して計上した

額であります。

(4）役員退職慰労引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

──────

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３か月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

──────

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の処理方法 消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。

同左

【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

──────

 

（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を

適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ております。

　これに伴う損益への影響は軽微であります。
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【表示方法の変更】
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

──────
 

（貸借対照表）

「財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一

部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令第

50号）が適用となることに伴い、前事業年度において、

「商品」「製品」として掲記しておりましたものは、当事

業年度より「商品及び製品」と一括して掲記しておりま

す。なお、当事業年度に含まれる「商品」「製品」は、それ

ぞれ90,860千円、1,742千円であります。

（損益計算書）

　当事業年度における事業構成の見直し及び組織変更によ

り、前事業年度までネットインフラ構築事業に含まれてい

たクラスターサーバー部門と前事業年度までネット関連

ソフトウェア事業に含まれていたミドルウェア部門の売

上高及び売上原価を、当事業年度からサーバーソリュー

ション事業の売上高及び売上原価に計上しております。

　前事業年度のネットインフラ構築事業に含まれているク

ラスターサーバー部門の売上高は445,279千円、売上原価

は284,273千円であります。前事業年度のネット関連ソフ

トウェア事業に含まれているミドルウェア部門の売上高

は237,363千円、売上原価は61,909千円であります。 

──────

（売上原価明細書）

　当事業年度における事業構成の見直し及び組織変更によ

り、前事業年度までネットインフラ構築事業に含まれてい

たクラスターサーバー部門と前事業年度までネット関連

ソフトウェア事業に含まれていたミドルウェア部門の売

上原価を、当事業年度からサーバーソリューション事業の

売上原価に計上しております。

　なお、当事業年度と同様の区分によった場合の前事業年

度の売上原価明細書は以下のとおりです。　

──────

サーバーソリューション事業

区分 金額（千円）

（製造原価明細）  

Ⅰ　労務費 －
Ⅱ　経費 －
当期総製造費用 －
合計 －
期末仕掛品たな卸高 －
当期製品製造原価 －

（商品売上原価明細）  

期首商品たな卸高 10,456
期首製品たな卸高 2,559
当期商品仕入高 310,100
当期製品仕入高 21,735
合計 344,852
他勘定振替高 1,229
期末商品たな卸高 36,283
期末製品たな卸高 2,837
差引 304,501
支払ロイヤリティ 22,814
ソフトウェア償却費 513
外注費 18,354
当期商品売上原価 346,183
当期売上原価 346,183

  

 

 

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　ネットインフラ構築事業  
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

区分 金額（千円）

（製造原価明細）  

Ⅰ　材料費 96,609
Ⅱ　労務費 10,801
Ⅲ　経費 81,449
当期総製造費用 188,859
期首仕掛品たな卸高 13,394
合計 202,254
期末仕掛品たな卸高 26,643
当期製品製造原価 175,611

（商品売上原価明細）  

期首商品たな卸高 55,026
当期商品仕入高 142,534
合計 197,560
他勘定振替高 417
期末商品たな卸高 27,438
当期商品売上原価 169,704
当期売上原価 345,315

  

 

　ネット関連ソフトウェア事業  

区分 金額（千円）
期首製品たな卸高 9,367
当期製品仕入高 15,940
合計 25,308
他勘定振替高 589
期末製品たな卸高 19,203
差引 5,515
支払ロイヤリティ 7,432
ソフトウェア償却費 17,175
外注費 1,030
当期売上原価 31,154
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成20年３月31日現在）

当事業年度
（平成21年３月31日現在）

※１　前事業年度において流動資産の「売掛金」、「短期

貸付金」及び「その他」に計上していた債権

（30,607千円）について、回収予定が長期化したこと

から、固定資産の「長期貸付金」及び「長期未収入

金」へ振り替えております。これに伴い、当該債権に

対する貸倒引当金を流動資産から固定資産へ振り替

えております。       

※１　　　　　　　──────

※２　　　　　　　────── ※２関係会社項目

　　　関係会社に対する資産及び負債が次のとおり含まれて

おります。

　　流動資産

　　　売掛金　　　　　17,498千円

　　流動負債

　　　短期借入金　　 270,000千円 　　　

※３　　　　　　　────── ※３偶発債務

　　債務保証

子会社株式会社キャナルの借入金200,000千円に対

し、債務保証を行っております。 　　　
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

の総額

※１　　　　　　　　──────

 4,023千円    

※２　固定資産除却損は、建物3,798千円、工具器具備品

1,404千円であります。　   

※２　　　　　　　　──────  

※３　事業譲渡関連損失は、事業譲渡に伴いソフトウェア

を一括償却したものであります。

※３　　　　　　　　────── 

※４　減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

※４　　　　　　　　──────　

（１）減損損失を認識した主な資産  

場所 用途 種類

本社（東京都港
区）

ネットインフラ構
築事業資産

工具器具備品他

本社（東京都港
区）

サーバーソリュー
ション事業資産

工具器具備品、ソフト
ウェア他 

本社（東京都港
区）

全社資産
建物、工具器具備品、
ソフトウェア他 

 

（２）減損損失の認識に至った経緯

　経営環境の悪化により経常的な収益が見込めなく

なったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別損失に計上しており

ます。

 

　

（３）減損損失の金額  

建物 6,947千円

工具器具備品 11,563千円

ソフトウェア他 7,237千円

合計 25,748千円

 

（４）資産のグルーピングの方法

　当社は減損会計の適用にあたり、事業単位を基準と

した管理会計上の区分に従って資産グルーピングを

行っております。

 

 

（５）回収可能価額の算定方法

　回収可能価額の算定は、使用価値により測定してお

りますが、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値

がマイナスとなる資産については、回収可能価額を備

忘価額としております。

 

　

※５　　　　　　　　────── ※５　　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

      業務受託料     　19,750　千円 

      支払利息     　1,712　千円 
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 12,091 2,737 － 14,828

合計 12,091 2,737 － 14,828

 （注）普通株式数の増加株式数2,737株は、第三者割当による新株の発行によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当事業年度
末残高
（千円）

前事業年度
末

当事業年度
増加

当事業年度
減少

当事業年度
末

 提出会社
平成20年新株予約権

（注）１，２
普通株式 － 1,760 － 1,760 4,329

合計 － － 1,760 － 1,760 4,329

 （注）１．平成20年新株予約権の当事業年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。

 　　　２．平成20年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１. 自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 － － － －

合計 － － － －
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年３月31日現在）

現金及び預金勘定 330,238千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 330,238千円

※２　事業譲渡により減少した資産及び負債の内訳

流動資産 44,179千円

固定資産 39,535千円

小計 83,715千円

前受金との相殺 17,125千円 

差引：事業譲渡による収入 66,589千円

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額なため、財

務諸表等規則第８条の６第６項の規定により、記載を省略

しております。

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容 

有形固定資産

　　全社で使用するコンピュータ周辺機器（「工具器具備

品」）であります。 

②　リース資産の減価償却の方法 

　重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっておりますが、重要性が乏しく、契

約１件当たりの金額が少額なため、記載を省略してお

ります。 
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（有価証券関係）

前事業年度（平成20年３月31日現在）

１．時価評価されていない主な有価証券の内容

種類 貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券  

非上場株式 1,028

当事業年度（平成21年３月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

当社はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

（退職給付関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。

また、従来の退職金制度に上積みして連合設立型の厚生年金基金に加入しておりますが、自社の拠出に対応する年金資

産の額が合理的に計算できないため、「退職給付に係る会計基準注解」注12に定める処理を行っております。

２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務 24,705千円

退職給付引当金 24,705千円

　連合設立型の厚生年金基金の加入員及び受給権者の割合により計算した年金資産の額は115,657千円であります。

３．退職給付費用に関する事項

(1）勤務費用 7,361千円

(2）厚生年金基金への要拠出額

（従業員拠出額を除く）
10,450千円

退職給付費用 17,812千円

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付債務については、簡便法により、算出しております。

５．要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項

(1）制度全体の積立状況に関する事項（平成19年３月31日現在）

年金資産の額 7,717,227千円

年金財政計算上の給付債務の額 7,211,091千円

差引額 506,136千円

(2）制度全体に占める当社の加入人数割合（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

1.5％
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（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成14年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数
取締役４名、従業員46名及び入社予定者

１名
取締役３名、従業員50名

ストック・オプション数 普通株式　　　600株 普通株式　　　443株

付与日 平成14年11月22日 平成16年12月15日

権利確定条件

 権利行使時においても当社の取締役又

は従業員であることを要する。ただし、

会社都合により退職したときを除く。

 同左

対象勤務期間
 自 平成14年11月22日

至 平成16年11月１日

 自 平成16年12月15日

至 平成18年６月30日

権利行使期間
 自 平成16年11月２日

至 平成24年11月１日

 自 平成18年７月１日

 至 平成20年６月30日

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成14年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

権利確定前　　　　（株）         

前事業年度末 － －

付与 － －

失効 － －

権利確定 － －

未確定残 － －

権利確定後　　　　（株）         

前事業年度末 223 315

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 － 15

未行使残 223 300

②　単価情報

 
平成14年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 120,000 131,685

行使時平均株価　　　　　（円） － －

公正な評価単価（付与日）（円） － －
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳

  
前事業年度

(平成20年３月31日現在)
 

当事業年度
(平成21年３月31日現在)

繰延税金資産 (千円) (千円)

 未払事業税 290 1,038

 賞与引当金 12,640 10,634

 減価償却費 11,515 7,406

 退職給付引当金 10,052 10,100

 役員退職慰労引当金 10,441 10,441

 一括償却資産 1,274 579

 貸倒引当金 18,117 16,536

 減損損失 10,476 338

 たな卸資産評価損 1,613 1,193

 投資有価証券評価損 1,042 1,042

 法人税額控除 486 －

 繰越欠損金 396,863 395,463

 その他 3,171 4,386

 繰延税金資産小計 477,987 459,160

 評価性引当額 △477,987 △459,160

 繰延税金資産合計 －  －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

前事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。

当事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）  

  当事業年度

(平成21年３月31日現在)

法定実効税率  40.7％

（調整）       

交際費等永久に益金に算入されない項目  　1.2 

住民税均等割   5.6 

その他  △0.1 

評価性引当金  △41.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率   5.5 

 

 

（持分法損益等）

前事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 
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（企業結合等関係）

前事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事業分離

の概要

(1)分離先企業の名称及び分離した事業の内容

名　　　称：沖電気工業株式会社

事業の内容：ソフトウェア型ビデオ会議システム「ビジュアルネクサス」の開発・販売・輸出・サポート・

保守等に関する国内外の事業

(2)事業分離を行った主な理由

ビジュアルコミュニケーション部門に関する技術開発及び販促活動コストと当社における現有の経営資源、各

事業とのバランス、及び投資回収期間などを総合的に検討したところ、ビジュアルコミュニケーション部門は

当社自身で執り行う許容範囲を超えると判断し、事業譲渡することを決定いたしました。

(3)事業分離日

平成19年５月21日

(4)法的形式を含む事業分離の概要

当社を分離元企業とし、沖電気工業株式会社を分離先企業とする事業譲渡を実施しました。

２．実施した会計処理

(1)移転損益の額　　　５百万円（損失）　　

(2)移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額ならびにその内訳　

 資産項目 金額（百万円）

流動資産 44

固定資産 39

合計 83

３．当事業年度の損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

 金額（百万円）

売上高 10

営業利益 △13

経常利益 △13

当事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

該当事項はありません。
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（関連当事者情報）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金
（百万円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

 その他の

関係会社

ダイワボウ

情報システ

ム㈱

大阪市

中央区
11,300卸売業

(被所有)

直接

20.3

兼任2名
当社製商

品の販売

製商品の

販売

（注）１

80,599

 （注）２
売掛金

8,547

（注）２

(2）役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金
（百万円）

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

 役員 角田　幸治 　― ―

日本Ｍ＆

Ａマネジ

メント㈱

代表取締

役（注）

３

 

　　―

 

―

第三者割

当増資ア

ドバイザ

リー業務

第三者割

当増資の

指導

（注）１

10,000

 （注）２
 ―  ―

 取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

　　　２．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

　　　３．日本Ｍ＆Ａマネジメント株式会社は、当社株式を2,737（18.46%）株所有し第２位の株主である

JTC Partner Fundの業務執行組合員であり、かつ当社株式を1,832株（12.36%）所有し第３位の株主である

JMAM Value Driver投資事業組合の業務執行組合員であります。

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 34,728円15銭

１株当たり当期純損失金額 17,004円74銭

１株当たり純資産額 37,516円99銭

１株当たり当期純利益金額 2,788円84銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失が

計上されているため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益（純損失）金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

 
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益又は純損失（△）（千円） △206,097 41,353

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は純損失

（△）（千円）
△206,097 41,353

期中平均株式数（株） 12,120 14,828

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

 新株予約権３種類（新株予約権の

数699個）

 新株予約権１種類（新株予約権の

数193個）
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（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

Ⅰ.当社は、平成21年４月14日、４月28日の取締役会において、以下の事業会社の株式の取得を決議しております。 

１．株式会社フリーポート

(1)株式取得の理由

　平成20年10月１日に株式会社キャナルの株式の52％を取得して立ち上げた情報サービス事業のさらなる強化をはか

り、当社業績の安定・拡大路線をさらに確固たるものとするためであります。

(2)株式取得の内容

　当社は、平成21年８月31日付けでフリーポート社の発行済み株式の100％を田中聖氏より取得します。これにより、同社

は、当社の連結子会社となります。なお、当社は、現時点において同社の株式を保有しておりません。株式取得資金につき

ましては、自己資金および一部借入を予定しております。

(3)フリーポート社の概要（平成20年６月30日現在）

①名称：株式会社フリーポート

　http://www.freeport.co.jp/index.html

②代表者：田中聖

③所在地：東京都新宿区四谷二丁目12番地5

④設立年月日：平成８年７月

⑤事業の内容：人事採用コンサルティング、他

⑥決算期：６月

⑦従業員数：22名

⑧資本金：85百万円

⑨発行済株式総数：1,700株

⑩大株主構成および所有割合：田中聖　100％

⑪業績：（単位：百万円）

 平成18年６月期 平成19年６月期 平成20年６月期

売上高 388 　556 617

売上総利益 156 　225 246

営業利益 13 　7 14

経常利益 14 　11 16

当期純利益 7 　8 9

純資産 70 　99 114

総資産 123 　166 147

一株当たり配当額（円） －　 － －

(4)取得株式数・取得価額および取得前後の所有株式の状況

①移動前の所有株式数：０株

②取得株式数および取得価額：1,700株　187百万円

③移動後の所有株式数：1,700株（フリーポート社の発行済み株式の100％）

(5)株式取得の日程

平成21年４月14日　　　　取締役会決議

平成21年４月14日　　　　株式譲渡契約締結

平成21年８月31日　　　　株式譲渡日 
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２．株式会社ディーアンドアール・インテグレイツ（以下、DRI社）

(1)株式取得の理由

　平成20年10月１日に株式会社キャナルの株式の52％を取得して立ち上げた情報サービス事業について、上述のフリー

ポート社の株式取得に加えさらなる強化をはかり、当社業績の安定・拡大路線をさらに確固たるものとするためであり

ます。

(2)株式取得の内容

　当社は、現時点でDRI社の発行済み株式の10%を保有しておりますが、平成21年８月31日付けでDRI社の発行済み株式の

残り90％を株式会社ジークホールディングスより取得します。これにより、DRI社は、当社の連結子会社となります。株式

取得資金につきましては、自己資金および一部借入を予定しております。

(3)DRI社の概要（平成21年２月28日現在）

 

①名称：株式会社ディーアンドアール・インテグレイツ

　 http://www.dr-i.co.jp/

②代表者：矢野良二

③所在地：東京都渋谷区恵比寿西１丁目32番16号

④設立年月日：平成14年９月

⑤事業の内容：データベース・マーケティング事業、インターネット事業、他

⑥決算期：２月

⑦従業員数：32名

⑧資本金：20百万円

⑨発行済株式総数：400株

⑩大株主構成および所有割合：

　　株式会社ジークホールディングス　90％

　　当社　10％

⑪業績：（単位：百万円）

 平成19年２月期 平成20年２月期 平成21年２月期

売上高 843 595 535

売上総利益 335 　251 242

営業利益 106 　27 6

経常利益 104 27 7

当期純利益 59 　11 2

純資産 139 　151 154

総資産 319 　252 238

一株当たり配当額（円） －　 － 　 －　

(4)取得株式数・取得価額および取得前後の所有株式の状況

①移動前の所有株式数：40株　（DRI社の発行済み株式の10%）

②取得株式数および取得価額：360株　174,600,000 円

③移動後の所有株式数：400株（DRI社の発行済み株式の100％）

(5)株式取得の日程

平成21年４月28日　　　　取締役会決議

　　　　　　　　　 　　 DRI社取締役会において株式譲渡承認決議

平成21年４月30日　　　　ジークホールディングス社取締役会決議

　　　　　　　　　 　　 同日、株式譲渡契約締結

平成21年８月31日　　　　株式譲渡日 
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II.当社は、平成21年５月７日及び５月18日の取締役会において下記を決議し、平成21年６月18日開催の第13期定時株主

総会（「以下、「本総会」といいます。」）において承認可決されました。

１．資本金および準備金の額減少ならびに剰余金の処分に関する件

資本金および準備金の額減少の理由

　当社は、過年度において大幅な欠損金を計上いたしましたが、資本金および準備金の額の減少により、欠損の補填

を行うものであります。これにより、累積損失を一掃し、当社財務内容の健全化を図るとともに、復配可能体制を早

期に構築するものであります。

　なお、発行済株式総数の変更は行わず、資本金および準備金の額のみを減少いたします。

　また、その他の必要事項につきましては、取締役会に一任といたします。

1) 資本金の額減少の要領

（減少する資本金の額）

　平成21年３月31日現在の資本金の額726,131,109円を169,829,043円減少して、556,302,066円といたします。減少

する資本金は全額を「その他資本剰余金」に振り替えます。

（効力発生日）

　資本金の額減少の効力発生日は、平成21年９月30日を予定しております。

2) 準備金の額減少の要領

（減少する準備金の額）

　平成21年３月31 日現在の準備金の総額468,798,995円から資本準備金の全額にあたる467,035,046円および利益

準備金の全額にあたる1,763,949円の合計468,798,995円を取り崩します。取り崩した資本準備金は全額を「その他

資本剰余金」に振り替え、利益準備金は全額を「繰越利益剰余金」に振り替えます。

（効力発生日）

　準備金の額減少の効力発生日は、平成21年９月30日を予定しております。

3)剰余金処分に関する事項

会社法第452条の規定に基づき、上記資本金および資本準備金の額の減少により計上されることとなる「その他

資本剰余金」にて、「繰越利益剰余金」を欠損填補いたします。

減少する剰余金の項目およびその金額、増加する剰余金の項目およびその金額は、次のとおりであります。

①　減少する剰余金の項目およびその金額

その他資本剰余金　636,864,089円

②　増加する剰余金の項目およびその金額

繰越利益剰余金　　636,864,089円 

２．持株会社移行に伴う新設分割計画に関する件

　当社は、当社グループ経営体制を持株会社制に移行することとし、当社の事業を新設分割の方法により新たに設立す

る「ＴＣＢテクノロジーズ株式会社」に承継させるものであります。 

(1)背景

　当社は、平成20年10月１日に株式会社キャナルの発行済み株式の52％を取得し、また平成21年８月31日に株式会社フ

リーポート、株式会社ディーアンドアール・インテグレイツの完全子会社化を行う予定としております。

　このように事業領域が急激に拡大する中、新たなグループ成長モデルを構築、実現するために、持株会社が立案する

グループ経営戦略の下に、各事業会社が価値創造力を更に強化し、グループ全体の企業価値を最大化できる経営体制

を構築することが必要であると考えております。このような観点から、当社はグループ経営体制を持株会社制に移行

することといたしました。

(2)目的

1) グループ戦略機能の強化

　持株会社制に移行することで、グループ経営戦略の立案機能を強化するとともに、グループ経営資源の配分を最適

化します。

持株会社は、グループ全体の最適化のための戦略の策定と方針の決定、適切な事業運営のための監督機能の発揮、グ

ループ共通化課題への対応等を通じてグループ全体の永続的な企業価値の増大を目指します。また、持株会社を核

にグループの持つ人材・技術・ノウハウ等を横断的に活用することでグループシナジーを発揮します。

2) 各事業会社の価値創造力強化

　各事業会社は、グループ経営戦略に基づき、それぞれの権限と責任の下、担当する事業に特化し、価値あるサービス

・技術の提供を行います。

経営資源の効率化および事業構造の再構築を進め、ステークホルダーに信頼される企業をめざしてまいります。
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3) ガバナンスの強化と意思決定の迅速化

　グループ経営の意志決定と各事業における業務執行を分離することにより、グループの各事業が環境変化に迅速

に対応できる体制構築と責任・権限の明確化を図り、ガバナンスの徹底と意思決定の迅速化による企業競争力の強

化を実現してまいります。

　また、TCB テクノロジーズ株式会社ならびにグループ各社の経営管理機能の統合・内部統制管理を目的として、

TCB シェアードサービス株式会社を新設し、5 月に業務を開始いたしました。

(3)会社分割の要旨

1) 分割の日程

　　新設分割計画承認取締役会　　　　　　平成21年５月18日

　　新設分割計画承認定時株主総会　　　　平成21年６月18日

　　新設会社の設立登記日（効力発生日）　平成21年９月１日（予定）

2) 分割方式

　当社を分割会社とし、新設分割設立会社「ＴＣＢテクノロジーズ株式会社」に対し当社の事業を承継させる新設

分割（以下「本件分割」という。）であります。持株会社体制への移行を効率的かつ円滑に行うため、当該分割方式

を採用いたしました。

3) 分割に係る割当ての内容

　　　　分割会社である当社に、新設分割設立会社であるＴＣＢテクノロジーズ株式会社の株式2,000 株を割当て交付いたし

ます。

4) 割当株式数の算定根拠

本件分割は、当社が単独で行う新設分割であり、本件分割に際して発行される株式は全て当社に割当交付され、当社

の純資産額も変動しないことから、新設分割設立会社の資産規模等を考慮して、新設分割設立会社の割当株式数を

決定いたしました。

5) 分割により減少する資本金等

　分割により当社の資本金等に変動はありません。

6) 分割会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

　　　　当社の新株予約権の取扱いについては、本件分割によって変更はありません。なお、当社は、新株予約権付社債を発行

しておりません。

7) 新設分割設立会社が承継する権利義務

　新設分割設立会社は、新設分割計画に定めるところにより、当社の平成２１年３月３１日現在の貸借対照表その他

同日現在の計算を基礎とし、これに効力発生日の前日までの増減を加除した当社の事業に関する資産、債務、雇用契

約、契約上の地位その他の権利義務を、承継するものといたします。なお、新設分割設立会社が当社より承継する債

務については、本件分割後も当社が弁済・履行の責を免れることなく、重畳的に債務及び義務を負うものとします。

8) 債務履行の見込み

　　　　本件分割において、当社に残存する資産額と新設分割設立会社に承継する資産額はともに負債の額を上回っており、

収益状況についても負担すべき債務の履行に支障を及ぼす事態が予測されていないことから、債務履行の見込みは

十分に確保されていると判断いたします。
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(4)分割当事会社の概要

 分割会社（当社）

（平成２１年３月31日現在）

新設分割設立会社

（平成２１年９月１日予定）

 

 

    1) 商　　号

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社

（平成21年９月１日付でＴＣＢホールディング

ス株式会社（英文社名：TCB Holdings

Corporation）に商号変更予定）

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社

    2) 事業内容 情報通信関連事業 情報通信関連事業

    3) 設立年月日 平成８年７月23日 平成21年９月１日

    4) 本店所在地 東京都港区港南二丁目11番19号 東京都港区港南二丁目11番19号

    5) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長　西村拓美 代表取締役社長　西村拓美

    6) 資本金 726,131千円 100,000千円

    7) 発行済株式数 14,828株 2,000株

    8) 純資産 562,592千円（連結） 100,000千円

    9) 総資産 1,430,129千円（連結） 未定

   10) 決算期 ３月31日 ３月31日

   11) 従業員数 34名 27名

   12) 大株主及び持株比率 ダイワボウ情報システム㈱　20.3％

JTCPARTNERFUND 18.5%

JMAM ValueDriver 投資事業組合
　　　　　　12.4％

豊田通商株式会社　　　　　10.1％　　　　　　　

ＴＣＢホールディングス㈱　100％

   13) 主要取引銀行 三菱東京UFJ銀行

みずほ銀行

未定

 

 

14) 当事会社間の関係等

資本関係 新設分割設立会社は当社の100％出資子会社となります。

人的関係 新設分割設立会社は当社より役員を受け入れる予定です。

取引関係 一部の設備等を当社が新設分割設立会社に賃貸する予定です。

 

15) 最近３年間の業績（単体）（単位：千円）
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 ＴＣＢテクノロジーズ株式会社　　（分割会社（当社））

決算期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期

売上高 1,328,358 1,141,927 1,595,642

営業利益又は損失（△） △　80,750 △　127,786 25,752

経常利益又は損失（△） △　81,349 △　142,343 43,756

当期純利益又は損失（△） △　331,029 △　206,097 41,353

1株当たり当期純利益又は損失（△）（円） △　27,478 △　17,004 2,788

１株当たり配当金（円） － － －

１株当たり純資産（円） 43,789 34,728 37,516

(5)分割する事業の内容

1) ネットインフラ構築事業

2) サーバーソリューション事業

3) 平成21 年３月期における部門別売上高

区 分 平成21年３月期  

 金額（千円） 構成比（％）

ネットインフラ事業 338,894 21.2

サーバーソリューション事業 1,256,747 78.8

合 計 1,595,642 100.0

 

(6)分割後の上場会社の状況

1) 商号：ＴＣＢホールディングス株式会社

（平成21 年９月１日付でＴＣＢテクノロジーズ株式会社からＴＣＢホールディングス株式会社に商号

変更予定）

（英文社名：TCB Holdings Corporation）

2) 事業内容：持株会社としての、グループ経営戦略の策定・推進、その他管理運営等

3) 本店所在地：東京都港区港南二丁目１１番１９号

4) 代表者の役職・氏名：代表取締役会長西村拓美・代表取締役社長 山本宰司

5) 資本金：726,131 千円

6) 決算期：３月31 日

7) 業績に与える影響

　本分割の効力発生日は平成21 年９月１日を予定しており、当期の業績に与える影響は軽微であります。また、会社

分割後の業績につきまして、新設分割設立会社は本件分割後も当社の100％子会社でありますので、今後の連結経営

成績及び連結財政状態に与える影響はありません。また、当社の単体の業績につきましては、本件分割後の当社収入

は子会社からの経営指導料および配当収入等が主となり、費用は持株会社としての機能に関するものが中心となり

ます。 

 

３．ストックオプション（新株予約権）の付与について 

　当社は、会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社および当社子会社の取締役（社外取締役は除き

ます。）に対し、次の要領により、ストックオプションとして新株予約権を無償で発行することおよび募集事項の決定

を当社取締役会に委任するものであります。

　また、当社取締役に対する新株予約権の無償発行については、会社法第361条第１項に定める取締役に対する金銭で

ない報酬等に該当いたします。当社の取締役の報酬額は、平成14年6月開催の定時株主総会において、年額200百万円以

内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まない。）とする旨ご承認いただいておりますが、上記の取締役

の報酬額とは別枠として、当社取締役（社外取締役を除きます。）に対する報酬として、年額10百万円の範囲内でス

トックオプションとして新株予約権を発行することおよびその具体的内容についても併せて本総会において承認さ

れました。

　ストックオプションとしての報酬額は、新株予約権の割当日において算定した新株予約権１個あたりの公正価額に、

当社取締役（社外取締役を除きます。）に割り当てる新株予約権の総数を乗じて得た額となります。新株予約権の公

正価額は、割当日における当社株価及び行使価額等の諸条件を基に二項モデルないしブラック・ショールズ・モデル

を用いて算定いたします。

(1)特に有利な条件をもって新株予約権を発行する理由

　当社および当社子会社の取締役（社外取締役は除く。）に業績向上や企業価値の増大、株主重視の経営意識を高め

るためのインセンティブを与えることを目的とするものであります。

(2)新株予約権の発行要領
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イ. 新株予約権の割当対象者

　当社および当社子会社の取締役（社外取締役は除く。）。

ロ. 新株予約権の数の上限

　176個を上限とする。

ハ. 新株予約権と引換えに払い込む金銭

　新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないものとする。

二. 新株予約権の内容
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1) 新株予約権の目的である株式の種類及び数

　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権1個の目的である株式の数（以下「付与株

式数」という。）は10株とする。

　なお、新株予約権の目的である株式の総数は当社普通株式1,760 株を上限とし、下記により付与株式数が調整され

る場合には、調整後付与株式数に上記2.記載の新株予約権の上限数を乗じた数を上限とする。

　また、本総会終結後に当社が株式の分割（無償割当を含む。）または併合を行う場合、付与株式数は次の算式によ

り調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約

権の目的となる株式の数について行われるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

　また、上記のほか、本総会終結後に、下記（2）に定める行使価額（以下に定義する。）の調整事由が生じた場合に

も、各新株予約権につき、調整後付与株式数に調整後行使価額を乗じた額が調整前付与株式数に調整前行使価額を

乗じた額と同額となるよう、付与株式数は適切に調整されるものとする。

　なお、調整の結果生ずる1株未満の端数は切り捨てるものとする。ただし、かかる調整により付与株式数が0 となる

場合には、かかる調整は行わないものとする。

　また、これらの端数処理については、その後に生じた付与株式数の調整事由に基づく付与株式数の調整にあたり、

かかる端数を調整前付与株式数に適切に反映した上で、調整後付与株式数を算出するものとする。

2) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受けることができる株式1

株当りの払込金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じて得られる額とする。

　行使価額は、新株予約権の割当日の属する月の前月の各日（終値のない日を除く。以下「当初行使価額計算期間」

という。）における東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。以下同じ。）の平均

値の金額とし、これにより生じた100円未満の端数はこれを切り上げる。ただし、その金額が新株予約権の割当日の

終値（終値がない場合は、その日に先立つ直近日における終値）を下回る場合は、新株予約権の割当日の終値とす

る。なお、当初行使価額計算期間または新株予約権の割当日の前日に下記に定める行使価額の調整事由が生じた場

合には、当初の行使価額は下記に定める行使価額の調整の趣旨を必要かつ合理的な範囲内で考慮したうえで、当社

が適当と判断する値に決定される。

　新株予約権の割当日後に当社が株式の分割（無償割当を含む。）または併合を行う場合は、次の算式により行使価

額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げるものとする。

  
　また、新株予約権の割当後に、当社が当社普通株式につき、時価を下回る払込金額で新株式の発行または自己株式

の処分（新株予約権および平成14年４月１日改正前商法第280 条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場

合を除く。）を行う場合は、次の算式により行使価額は調整され、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。そ

の他、新株予約権（その権利の行使に際して出資される財産の価額がかかる行使により交付される当社普通株式の

新株予約権発行時の時価を下回る場合に限る。）を発行する場合においても、これに準じて行使価額は調整される

ものとする。なお、次の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式

数を控除した数をいうものとする。

　上記のほか、新株予約権の割当日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本金の額の減少を行う

場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適

切に調整されるものとする。

3) 新株予約権の権利行使期間

　新株予約権の割当日に始まり新株予約権の募集事項の決定にかかる取締役会決議日から5年を経過する日までの

期間とする。ただし、行使期間の最終日が当社の休業日に当たるときはその前営業日とする。

4) 新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、行使日においても当社または当社子会社の取締役（社外取締役は除く）であることを要する。

ただし、当社または当社子会社の取締役を任期満了により退任した場合、または、その他正当な理由のある場合は

この限りでない。

②　その他の行使条件は、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割

当契約に定めるところによる。
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5) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第1項に従い

算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果生じる1円未満の端数は、これを切り上げるもの

とする。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加

限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

6) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとする。

7) 新株予約権の取得条項

①　当社は、新株予約権者が行使し得なくなった本新株予約権を無償で取得できるものとする。

②　当社が消滅会社となる合併契約の承認の議案が株主総会で承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換

契約書の承認の議案または株式移転計画の承認の議案につき株主総会で承認されたとき、その他企業再編等を行

う場合において当社取締役会が必要と認めるときは、本新株予約権の一部または全部を無償で取得することがで

きるものとする。

③　当社はいつでも本新株予約権を買入れ、またはこれを取締役会の決議により無償で取得することができるもの

とする。

8) 新株予約権の行使により発生する端数の切り捨て

　新株予約権者に交付する株式の数に1株に満たない端数がある場合は、これを切り捨てるものとする。

9) 新株予約権の公正価額

　新株予約権の公正価額は、割当日における当社株価及び行使価額等の諸条件をもとに二項モデルないしブラック

ショールズ・モデルを用いて算定する。

10) 取締役会への委任

　上記に定めるもののほか、新株予約権の募集事項及び細目事項については、取締役会の決議により決定するものと

する。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券

㈱シティケーブルネット 100 591

㈱アールネットコミュニケーション 40 436

㈱エスコ 100 5,000

ネットクリエイト㈱ 40 2,000

㈱ディーアンドアール・インテグレイツ 40 19,400

小計 320 27,428

計 320 27,428

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 3,239 － － 3,239 3,239 － 0

工具、器具及び備品 27,534 1,974 － 29,509 28,326 791 1,182

リース資産 － 10,000 － 10,000 1,500 1,500 8,500

有形固定資産計 30,774 11,974 － 42,748 33,065 2,291 9,682

無形固定資産        

商標権 924 － － 924 259 86 665

ソフトウェア 13,089 18,010 － 31,100 15,753 3,454 15,347

その他 110 13,730 8,950 4,890 110 － 4,780

無形固定資産計 14,124 31,741 8,950 36,915 16,122 3,541 20,792

長期前払費用 19,479 752 2,139 18,091 － － 18,091

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）　当期増加額の主なものは次のとおりであります。

工具、器具及び備品　　　主にコンピュータシステム機器の購入であります。 

リース資産　　　　　　　主にコンピュータシステム機器の購入であります。 

ソフトウェア　　　　　　主に販売用ソフトウェアの製造原価、自社利用ソフトウェアの購入であります。 

その他　　　　　　　　　主に販売用ソフトウェアの製造原価であります。　　  
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 44,526 － － 3,885 40,641

賞与引当金 31,065 26,134 31,065 － 26,134

役員退職慰労引当金 25,662 － － － 25,662

　（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、外貨建資産の換算に対応するものであります。 

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 360

預金の種類  

普通預金 70,977

小計 70,977

合計 71,338

ロ．受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

大坪電気㈱ 3,720

合計 3,720

期日別内訳 

期日別 金額（千円）

平成21年５月 3,720

合計 3,720

ハ．売掛金

相手先別内訳
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相手先 金額（千円）

㈱富士通アドバンストエンジニアリング 701,007

㈱NTT東日本－神奈川 27,733

東急建設㈱ 23,342

富士通㈱ 21,944

ダイワボウ情報システム㈱ 17,498

その他 34,459

合計 825,985

売掛金の発生及び回収ならびに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

×100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

494,434 1,675,2071,343,655 825,985 61.9 143.8

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

ニ．商品及び製品

品名 金額（千円）

IT関連機器 90,860

ソフトウェア他 1,742

合計 92,602

ホ．仕掛品

品名 金額（千円）

システム構築に係る仕掛品 17,304

合計 17,304

②　固定資産

　　関係会社株式 

区分 金額（千円）

㈱キャナル 150,000

合計 150,000

③　流動負債

イ．買掛金

相手先 金額（千円）

㈱クネルブ 113,932

㈱トーメンエレクトロニクス 36,338

東日本電信電話㈱ 11,550

ミツワ電機㈱ 10,865

サンプラス㈱ 10,332

その他 23,050

合計 206,069

ロ．短期借入金

相手先 金額（千円）

㈱キャナル 270,000

合計 270,000

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 毎年６月

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 ―

単元未満株式の買取り  

取扱場所 ―

株主名簿管理人 ―

取次所 ―

買取手数料 ―

公告掲載方法

公告掲載方法を電子公告としております。ただし、事故その他やむを得ない

事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済

新聞に掲載して行います。

なお、公告掲載場所は当社ホームページ（http://www.tcbtech.co.jp）で

あります。

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）平成18年６月22日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、端株の取扱いは廃止としております。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(１) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第12期）（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）　　平成20年６月20日 関東財務局長に提出

(２) 四半期報告書及び確認書

（第13期第１四半期）（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）　平成20年８月14日 関東財務局長に提出

（第13期第２四半期）（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）　平成20年11月13日 関東財務局長に提出

（第13期第３四半期）（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）　平成21年２月12日 関東財務局長に提出

(３) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（監査公認会計士等）の規定に基づく臨時報告書

平成20年５月20日 関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の２（新設分割）の規定に基づく臨時報告書

平成21年５月29日 関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主）の規定に基づく臨時報告書

平成21年６月８日 関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 平成21年６月18日

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社  

 取締役会　御中    

 東 邦 監 査 法 人 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 三宅　啓之　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小宮　直樹　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＴＣＢテ

クノロジーズ株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ＴＣＢテクノロジーズ株式会社の

平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制

報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明するこ

とにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性

がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、ＴＣＢテクノロジーズ株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し

た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
追記情報

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は株式会社フリーポートおよび株式会社ディーアンドアール・イン

テグレイツの株式の取得を決議し、株式譲渡契約を締結した。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は資本金および準備金の額減少ならびに剰余金の処分を決議した。

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は会社分割により、持株会社体制に移行することを決議した。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上　

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社(E05330)

有価証券報告書

95/97



独立監査人の監査報告書

 平成20年６月10日

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社  

 取締役会　御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 内山　敏彦　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 伊藤　恭治　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第12期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＴＣＢテクノ

ロジーズ株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報　

　継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は継続して営業損失を計上している状況にあり、継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上　

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 平成21年６月18日

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社  

 取締役会　御中    

東 邦 監 査 法 人 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 三宅　啓之　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小宮　直樹　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ＴＣＢテクノロジーズ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第13期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＴＣＢテクノ

ロジーズ株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は株式会社フリーポートおよび株式会社ディーアンドアール・イン

テグレイツの株式の取得を決議し、株式譲渡契約を締結した。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は資本金および準備金の額減少ならびに剰余金の処分を決議した。

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は会社分割により、持株会社体制に移行することを決議した。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上　

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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